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ト
ヨ
タ
、
日
産
が
賃
金
制
度
を
見
直
し
 

労
使
関
係
 

Business Labor Trend  2004.4

製造ラインは活況を呈している（本文と写真は関係ありません） 

トヨタ自動車本社（愛知県・豊田市） 

　
ト
ヨ
タ
自
動
車
と
日
産
自
動
車
は
、
今
年

四
月
か
ら
組
合
員
を
対
象
と
す
る
賃
金
制
度

を
見
直
す
。
ト
ヨ
タ
の
場
合
は
技
能
系
組
合

員
（
ブ
ル
ー
カ
ラ
ー
）
の
「
年
齢
給
」
を
「
習

熟
給
」
に
変
更
す
る
マ
イ
ナ
ー
チ
ェ
ン
ジ
で
、

経
験
の
積
み
重
ね
を
よ
り
給
与
に
反
映
さ
せ

る
の
が
狙
い
。
一
方
、
日
産
は
現
制
度
を
抜

本
的
に
改
革
す
る
フ
ル
モ
デ
ル
チ
ェ
ン
ジ
だ
。

評
価
の
指
標
と
し
て
新
た
に
コ
ン
ピ
テ
ン
シ

ー
（
成
果
に
向
け
た
発
揮
能
力
）
評
価
を
導

入
し
、
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
レ
ベ
ル
に
賃
金
水

準
を
リ
ン
ク
さ
せ
る
。
評
価
に
見
合
わ
な
い

働
き
ぶ
り
な
ら
、
賃
金
が
ダ
ウ
ン
す
る
可
能

性
も
あ
る
。 

　
　
　 

□
　
　
　
　
　 

■ 

　
ト
ヨ
タ
は
、
技
能
系
組
合
員
の
基
準
内
賃

金
の
二
〇
％
を
占
め
る
「
年
齢
給
」
を
廃
止
。

代
わ
り
に
、
組
合
員
が
育
成
段
階
に
あ
る
「
Ｅ

Ｘ
級
」（
班
長
に
相
当
）
以
下
の
資
格
に
は
、

経
験
の
積
み
重
ね
に
よ
る
技
能
の
高
ま
り
を

反
映
さ
せ
る
「
習
熟
給
」
を
新
設
す
る
。
一

方
、
Ｅ
Ｘ
級
よ
り
上
の
「
Ｓ
Ｘ
級
」（
組
長
に

相
当
）
以
上
は
、
資
格
や
役
割
の
高
さ
に
報

い
る
た
め
、
「
役
割
給
」
を
導
入
す
る
。
事

務
・
技
術
系
組
合
員
（
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
）

の
年
齢
給
は
九
九
年
一
〇
月
の
制
度
改
定
時

に
す
で
に
廃
止
し
て
お
り
、
ト
ヨ
タ
で
は
こ

れ
で
年
齢
給
が
全
廃
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。 

 

こ
れ
ま
で
の
年
齢
給
は
、
水
準
が
下
が
り

始
め
る
五
五
歳
ま
で
、
毎
年
自
動
的
に
昇
給

し
て
い
た
。
今
回
の
習
熟
給
も
、
毎
年
自
動

的
に
昇
給
す
る
点
で
は
、
年
齢
給
と
何
ら
変

わ
り
が
な
い
。
た
だ
、
習
熟
給
は
勤
続
三
〇

年
で
昇
給
が
ス
ト
ッ
プ
す
る
。
三
〇
年
以
降

は
何
年
勤
続
し
て
も
額
が
上
が
ら
な
い
が
、

若
手
の
賃
金
カ
ー
ブ
は
年
齢
給
よ
り
も
「
立

ち
上
げ
」
が
早
く
な
っ
た
。 

 

Ｅ
Ｘ
級
か
ら
Ｓ
Ｘ
級
へ
資
格
が
上
が
る
と

、

習
熟
給
が
役
割
給
に
変
わ
る
。
役
割
給
は
、

「
与
え
ら
れ
た
役
割
・
職
務
や
、
そ
れ
を
成

果
に
結
び
つ
け
る
過
程
で
の
難
易
度
」
と
給

与
を
、
従
来
以
上
に
結
び
つ
け
る
の
が
狙
い
。

習
熟
給
の
上
限
を
上
回
る
額
で
設
定
さ
れ
、

同
一
資
格
な
ら
同
一
水
準
だ
。
そ
の
た
め
、

Ｅ
Ｘ
級
か
ら
Ｓ
Ｘ
級
へ
早
く
上
が
っ
た
人
ほ

ど
、
上
が
っ
た
瞬
間
の
昇
給
幅
は
大
き
い
。

組
合
員
の
上
位
の
資
格
に
上
が
ろ
う
と
す
る

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
も
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
あ

が
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
。 

  

  

全
員

が
プ
ロ
を
目
指
す 

 

日
産
の
新
制
度
は
、
①
三
つ
の
新
た
な
キ

ャ
リ
ア
コ
ー
ス
の
設
定
②
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー

評
価
の
導
入
③
賃
金
項
目
の
一
本
化
―
―
な

ど
が
改
革
の
柱
。
日
産
は
こ
れ
ま
で
、
組
合

員
層
を
「
事
務
」「
技
術
」「
技
能
」
と
い
っ

た
職
掌
で
区
分
し
、
人
事
管
理
を
行
っ
て
き

た
。
し
か
し
、
新
制
度
で
は
こ
う
し
た
職
掌

を
廃
止
。「
総
合
型
プ
ロ（
Ｐ
Ｇ
）」「
専
門
型

プ
ロ（
Ｐ
Ｅ
）」「
テ
ク
ニ
シ
ャ
ン
型
プ
ロ（
Ｐ

Ｔ
）」と
、
三
通
り
の
キ
ャ
リ
ア
コ
ー
ス
を
設

け
、
社
員
全
員
が
そ
れ
ぞ
れ
の
コ
ー
ス
で
の

「
プ
ロ
」
を
め
ざ
す
仕
組
み
と
し
た
。 

 

ま
た
、
そ
れ
ぞ
れ
の
コ
ー
ス
の
役
割
等
級

を
大
括
り
化
。
例
え
ば
Ｐ
Ｇ
と
Ｐ
Ｅ
コ
ー
ス

は
、
下
か
ら
「
担
当
職
」
（
入
社
後
七
〜
八

年
程
度
）
、
「
総
括
職
」
、
「
課
長
補
佐
職
」

の
三
段
階
と
し
た
。
こ
れ
ま
で
以
上
の
ス
ピ

【現在】 

職能 
基準給 生産性給 

職能 
個人給 ⇒ 

トヨタの賃金制度変更の概要 

【EX級以下】 年齢給 

職能 
基準給 生産性給 

職能 
個人給 役割給 

職能 
基準給 生産性給 

職能 
個人給 

【SX級以上】 

習熟給 
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日産自動車本社（東京・銀座） 

　
情
報
サ
ー
ビ
ス
大
手
の
新
日
鉄
ソ
リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
ズ
（
東
京
・
新
川
）
は
今
年
四
月
以

降
に
卒
業
す
る
新
卒
者
の
採
用
か
ら
、
通
常

の
採
用
区
分
の
ほ
か
に
新
た
に
「
年
俸
契
約

型
新
卒
社
員
」
コ
ー
ス
を
設
け
る
。
高
度
な

Ｉ
Ｔ
（
情
報
技
術
）
ス
キ
ル
を
保
有
す
る
な

ど
「
即
戦
力
」
が
見
込
ま
れ
る
人
が
対
象
で
、

年
俸
契
約
型
と
し
て
採
用
さ
れ
る
と
、
入
社

一
年
目
で
通
常
採
用
の
同
期
よ
り
二
〇
〇
万

円
程
度
高
い
給
与
が
得
ら
れ
る
。
新
卒
者
に

対
す
る
こ
う
し
た
コ
ー
ス
の
新
設
は
、
情
報

サ
ー
ビ
ス
大
手
企
業
で
は
初
の
ケ
ー
ス
だ
と

い
う
。 

　
高
度
な
Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
や
金
融
工
学
、
生
産

管
理
な
ど
に
詳
し
い
業
務
知
識
を
保
有
し
、

自
分
が
平
均
的
な
新
卒
新
入
社
員
以
上
の
「
即

戦
力
」
が
あ
る
と
思
え
ば
、
年
俸
契
約
型
社

員
に
応
募
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
応
募
者
は
、

選
考
プ
ロ
セ
ス
で
同
コ
ー
ス
に
進
み
た
い
と

の
意
思
を
表
明
し
た
う
え
で
、
希
望
す
る
職

種
別
に
配
属
先
部
門
長
と
の
面
接
を
う
け
る
。

合
格
し
た
場
合
、
年
俸
は
「
即
戦
力
」
と
し

て
認
定
さ
れ
た
能
力
や
業
務
知
識
の
レ
ベ
ル

に
応
じ
て
決
ま
り
、
水
準
は
通
常
の
新
入
社

員
に
比
べ
初
年
度
で
最
大
二
〇
〇
万
円
程
度

多
く
な
る
。 

　
年
俸
契
約
型
社
員
は
、
新
入
社
員
を
対
象

と
し
た
通
常
の
Ｉ
Ｔ
ス
キ
ル
研
修
を
受
講
す

る
こ
と
は
な
く
、
入
社
と
同
時
に
研
究
所
や

事
業
部
に
配
属
さ
れ
る
。
契
約
は
一
年
契
約
。

二
年
目
以
降
は
前
年
度
の
成
果
に
応
じ
て
処

遇
内
容
を
見
直
し
、
契
約
を
更
新
す
る
仕
組

み
だ
。
会
社
と
当
人
が
合
意
す
れ
ば
、
途
中

か
ら
通
常
の
社
員
区
分
に
変
わ
る
こ
と
が
で

き
る
。 

　
同
社
は
二
〇
〇
三
年
度
か
ら
、
「
研
究
職
」

「
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
営
業
職
」
「
コ
ン
サ
ル

テ
ィ
ン
グ
職
」
別
に
採
用
す
る
職
種
別
採
用

も
始
め
て
お
り
、
来
春
は
職
種
別
も
あ
わ
せ

最
大
二
〇
人
を
通
常
以
外
の
区
分
で
採
用
す

る
と
し
て
い
る
。
新
卒
採
用
全
体
で
は
一
二

〇
人
を
予
定
し
て
い
る
。 

即
戦
力
の
新
入
社
員
に
年
俸
制 

　
　
―
―
―
新
日
鉄
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
ズ 

ー
ド
出
世
が
可
能
と
な
っ
た
。
同
社
人
事
部

に
よ
れ
ば
、
Ｐ
Ｔ
コ
ー
ス
は
ラ
イ
ン
ワ
ー
カ

ー
で
、
中
心
と
な
る
の
は
Ｐ
Ｅ
コ
ー
ス
。
特

に
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
関
わ
る
社
員
が
Ｐ

Ｇ
コ
ー
ス
を
歩
む
。
コ
ー
ス
は
、
職
務
が
変

わ
れ
ば
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

   

能
力

の
高
さ
を
絶
対
評
価 

 

一
方
、
評
価
制
度
で
は
、
成
果
に
向
け
て

実
際
に
発
揮
さ
れ
た
能
力
を
測
る
コ
ン
ピ
テ

ン
シ
ー
評
価
を
新
た
に
導
入
。
旧
制
度
で
は
、

今
後
一
年
間
の
仕
事
の
難
し
さ
を
ラ
ン
ク
付

け
す
る
仕
事
の
評
価
や
、
過
去
お
よ
び
半
年
・

一
年
間
の
実
績
の
評
価
な
ど
が
中
心
だ
っ
た
。

新
制
度
で
は
、
①
会
社
が
定
め
る
バ
リ
ュ
ー

（
価
値
）・
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
②
一
般
的
な
仕

事
を
こ
な
す
能
力
③
専
門
知
識
―
―
の
三
つ

の
領
域
ご
と
に
、
発
揮
能
力
の
高
さ
を
絶
対

評
価
す
る
。
最
終
的
に
は
、
各
絶
対
評
価
を

も
と
に
総
合
的
に
五
段
階
評
価
す
る
。 

 

こ
の
評
価
制
度
と
連
動
さ
せ
る
新
た
な
賃

金
制
度
と
し
て
は
新
た
に
「
月
次
給
」
を
導

入
。
賃
金
項
目
は
こ
れ
一
本
の
み
と
す
る
。

旧
制
度
で
は
、「
本
給
」
「
仕
事
給
」
「
成
績

給
」「
年
齢
給
」
な
ど
と
複
数
項
目
に
わ
た
っ

て
い
た
が
、
新
制
度
で
は
家
族
手
当
部
分
を

除
い
て
完
全
に
廃
止
す
る
。 
 

月
次
給
は
、
役
割
等
級
別
の
賃
金
バ
ン
ド

（
上
限
と
下
限
が
決
め
ら
れ
て
い
る
範
囲
給
）。

バ
ン
ド
の
中
の
賃
金
の
高
さ
は
、
コ
ン
ピ
テ

ン
シ
ー
の
高
さ
に
応
じ
て
決
ま

る
。
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
が
高
け

れ
ば
、
賃
金
は
バ
ン
ド
の
な
か

で
年
々
、
高
い
水
準
に
位
置
づ

け
ら
れ
る
。
標
準
的
な
評
価
な

ら
ば
、
バ
ン
ド
の
中
の
標
準
的

な
水
準
に
落
ち
着
い
て
い
く
。

裏
を
返
せ
ば
、
そ
の
時
点
で
の

賃
金
水
準
に
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー

レ
ベ
ル
が
見
合
わ
な
い
と
評
価

さ
れ
れ
ば
、
賃
金
も
低
下
を
余

儀
な
く
さ
れ
る
。 

 

一
つ
上
の
等
級
（
賃
金
バ
ン
ド
）
へ
の
昇

格
は
、
コ
ン
ピ
テ
ン
シ
ー
だ
け
で
な
く
、
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
（
業
績
）
や
適
性
な
ど
も
評

価
し
て
決
め
る
。
ま
た
、
育
成
段
階
に
あ
る

若
手
に
つ
い
て
は
、
一
定
水
準
ま
で
の
昇
給

を
保
障
し
た
。
賃
金
バ
ン
ド
は
、
実
在
者
の

賃
金
分
布
だ
け
で
な
く
、
日
産
の
世
間
に
お

け
る
位
置
づ
け
や
賃
金
の
市
場
価
格
な
ど
も

み
て
設
定
す
る
と
し
て
い
る
。 

 

電
機
メ
ー
カ
ー
に
続
い
て
自
動
車
メ
ー
カ

ー
の
賃
金
制
度
改
定
も
こ
れ
で
一
巡
し
た
形
。

他
の
メ
ー
カ
ー
で
は
、
ホ
ン
ダ
が
二
〇
〇
二

年
一
〇
月
か
ら
、
組
合
員
層
の
若
手
を
除
い

て
定
昇
相
当
分
（
号
俸
に
よ
る
号
給
加
算
）

を
廃
止
し
、
三
菱
自
動
車
工
業
は
〇
三
年
四

月
か
ら
、
事
技
系
、
技
能
系
と
も
に
年
齢
給

を
廃
止
し
た
。
マ
ツ
ダ
も
同
年
五
月
か
ら
全

組
合
員
を
対
象
に
、
本
給
に
組
み
込
ま
れ
て

い
た
「
年
齢
給
」
を
廃
止
し
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
荒
川
創
太
） 

月
次
給 

PE1 
PG1

PT1

PE2 
PG2

PT2

PX

PX1

PX2

PT3

PE/PGコース PTコース 

日産の新制度　各等級の賃金範囲（バンド）のイメージ 
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安
全
管
理
 
大
規
模
災
害
の
予
防
に
向
け
研
究
会
 

　
昨
年
の
夏
以
降
、
日
本
を
代
表
す
る
大
企

業
の
工
場
で
大
規
模
な
災
害
事
故
が
相
次
い

だ
。
こ
う
し
た
事
態
を
受
け
て
、
厚
生
労
働

省
は
昨
年
一
一
月
、
大
規
模
工
場
を
対
象
に

安
全
管
理
体
制
と
活
動
に
関
す
る
自
主
点
検

を
実
施
し
、
二
月
一
七
日
、
結
果
速
報
を
公

表
し
た
。
災
害
発
生
率
の
高
い
事
業
場
と
低

い
事
業
場
と
で
は
、
安
全
衛
生
の
責
任
者
が

安
全
担
当
ス
タ
ッ
フ
の
人
員
、
知
識
・
経
験

の
不
足
を
感
じ
て
い
る
割
合
に
大
き
な
差
が

出
る
な
ど
、
ス
タ
ッ
フ
体
制
の
あ
り
方
が
事

故
の
背
景
と
し
て
浮
か
び
上
が
っ
た
。
三
月

か
ら
は
製
造
業
へ
の
派
遣
労
働
が
解
禁
さ
れ
、

複
雑
化
す
る
生
産
工
程
に
多
様
な
就
業
形
態

の
労
働
者
が
た
ず
さ
わ
る
機
会
も
増
え
る
。

こ
う
し
た
就
労
環
境
の
変
化
な
ど
も
踏
ま
え
、

同
省
は
有
識
者
に
よ
る
研
究
会
を
設
置
し
、

夏
を
目
途
に
法
改
正
も
視
野
に
入
れ
た
議
論

を
行
う
方
針
だ
。 

   

重
大
災
害

の
続
発 

 

昨
年
一
年
間
に
起
き
た
死
傷
災
害
の
う
ち

製
造
業
は
四
分
の
一
で
、
死
傷
者
は
前
年
と

変
わ
ら
ず
約
二
万
六
〇
〇
〇
人
。
し
か
し
今

回
、
厚
労
省
が
大
規
模
工
場
に
つ
い
て
初
め

て
全
国
的
な
自
主
点
検
を
実
施
し
た
背
景
に

は
、
昨
年
の
夏
以
降
、
続
発
し
た
重
大
災
害

が
あ
る
。
ガ
ス
タ
ン
ク
火
災
な
ど
主
な
爆
発
・

火
災
災
害
は
七
件
。
九
月
だ
け
を
み
て
も
、

新
日
本
製
鐵
の
名
古
屋
製
鐵
所
で
ガ
ス
貯
蔵

タ
ン
ク
が
爆
発
し
一
五
人
が
負
傷
。
ブ
リ
ヂ

ス
ト
ン
栃
木
工
場
で
は
、
ゴ
ム
と
薬
品
を
混

ぜ
る
建
物
で
火
災
が
発
生
し
た
。
出
光
興
産

の
北
海
道
製
油
所
で
は
、
九
月
の
十
勝
沖
地

震
で
原
油
貯
蔵
タ
ン
ク
が
出
火
、
二
日
後
に

は
別
の
貯
蔵
タ
ン
ク
も
火
災
を
起
こ
し
て
い

る
。 

   
生
産
現
場

で
人
員
に
不
足
感 

　
自
主
点
検
は
、
原
則
と
し
て
労
働
者
数
五

〇
〇
人
以
上
の
製
造
業
事
業
場
を
対
象
に
実

施
し
た
。
一
二
月
末
ま
で
に
回
収
さ
れ
た
一

二
六
九
事
業
場
分
の
結
果
を
集
計
し
た
。 

　
調
査
の
結
果
、
安
全
衛
生
の
責
任
者
（
総

括
安
全
衛
生
管
理
者
）
が
安
全
担
当
ス
タ
ッ

フ
の
人
員
に
つ
い
て
「
不
足
」、「
や
や
不
足
」

と
感
じ
て
い
る
割
合
が
、
労
働
災
害
の
発
生

率
の
高
い
事
業
場
で
三
〇
・
二
％
に
の
ぼ
り
、

発
生
率
の
低
い
事
業
場
の
一
六
・
七
％
に
比

べ
て
約
二
倍
の
割
合
と
な
っ
た
。
ス
タ
ッ
フ

の
知
識
・
経
験
に
つ
い
て
も
、「
不
足
」、「
や

や
不
足
」
と
感
じ
て
い
る
割
合
は
、
災
害
発

生
率
の
高
い
事
業
場
で
四
三
・
〇
％
、
発
生

率
の
低
い
事
業
場
で
二
一
・
九
％
と
な
り
、

同
じ
く
二
倍
の
差
と
な
っ
て
い
る
。 

　
リ
ス
ト
ラ
な
ど
従
業
員
削
減
が「
現
場
力
」

の
低
下
と
な
り
災
害
を
引
き
起
こ
し
て
い
る

と
い
う
指
摘
が
あ
る
。
し
か
し
、
調
査
で
は

労
働
者
数
や
業
績
の
変
化
な
ど
の
主
要
な
経

営
指
標
と
災
害
発
生
率
と
の
間
に
は
、
直
接

的
な
関
連
性
は
み
ら
れ
な
か
っ
た
と
い
う
。

企
業
が
行
う
合
理
化
に
は
、
手
作
業
の
自
動

化
の
よ
う
に
、
人
を
減
ら
す
こ
と
で
安
全
を

確
保
す
る
合
理
化
も
含
ま
れ
、
統
計
上
は
相

殺
さ
れ
て
し
ま
う
こ
と
が
多
い
か
ら
だ
。 

　
そ
の
ほ
か
、
安
全
衛
生
の
責
任
者
が
下
請

け
な
ど
協
力
会
社
の
作
業
場
所
を
巡
視
し
て

い
る
割
合
は
、
災
害
発
生
率
の
高
い
事
業
場

で
七
四
・
六
％
、
発
生
率
の
低
い
事
業
場
で

五
六
・
三
％
と
な
り
、
下
請
け
と
の
連
携
が

弱
い
と
災
害
が
起
こ
り
や
す
い
傾
向
も
明
ら

か
に
な
っ
た
。 

　
「
事
業
場
の
ト
ッ
プ
が
安
全
管
理
計
画
の

作
成
に
関
与
す
る
な
ど
自
ら
積
極
的
に
取
り

組
む
こ
と
が
重
要
」。 

　
調
査
を
行
っ
た
厚
労
省
安
全
課
の
担
当
者

は
こ
う
分
析
す
る
。
　 

 

　 
 

構
造
問
題

が
背
景
要
因
に 

 

続
発
し
た
重
大
災
害
に
共
通
す
る
背
景
要

因
は
な
に
か
。
恒
川
謙
司
・
厚
労
省
労
働
基

準
局
安
全
衛
生
部
長
は
三
つ
の
構
造
的
問
題

を
あ
げ
る
。 

 
ま
ず
、
働
き
方
の
多
様
化
に
加
え
、
分
社
・

統
合
な
ど
企
業
形
態
も
多
様
化
し
た
結
果
、

様
々
な
雇
用
形
態
の
労
働
者
が
ひ
と
つ
の
場

所
で
作
業
す
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
。
二
つ

め
は
高
齢
化
に
よ
る
技
能
の
伝
承
の
問
題
。

昭
和
四
〇
年
の
高
度
成
長
期
後
半
に
高
卒
で

採
用
さ
れ
経
験
を
積
ん
で
き
た
人
た
ち
が
い

ま
、
退
職
時
期
を
迎
え
て
い
る
か
ら
だ
。
三

つ
め
に
は
、
多
品
種
少
量
生
産
に
よ
り
生
産

ラ
イ
ン
が
複
雑
化
し
、
災
害
発
生
の
リ
ス
ク

を
拡
散
し
て
い
る
点
を
指
摘
す
る
。
多
種
多

様
な
生
産
ラ
イ
ン
の
安
全
を
、
国
の
管
理
基

準
や
監
督
官
の
指
導
が
網
羅
す
る
に
は
限
界

が
あ
る
。
各
事
業
場
で
独
自
に
リ
ス
ク
評
価

を
行
っ
て
も
ら
う
し
か
な
い
と
強
調
す
る
。 

 

調
査
で
は
ま
た
、
リ
ス
ク
を
点
数
化
し
て

客
観
的
に
比
較
す
る
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

（
評
価
）
を
行
っ
て
い
る
か
ど
う
か
が
災
害

発
生
率
に
関
連
し
て
い
る
こ
と
も
明
ら
か
に

な
っ
た
。 

 

事
故
発
生
後
に
原
因
解
明
し
災
害
を
予
防

す
る
従
来
の
「
経
験
型
」
の
発
想
か
ら
、
災

害
を
起
こ
す
可
能
性
の
あ
る
も
の
を
減
ら
す

「
先
取
り
型（
シ
ス
テ
ム
型
）」
へ
―
―
。
現

在
、
欧
米
を
中
心
に
進
め
ら
れ
て
い
る
安
全

管
理
対
策
は
、
事
業
主
が
労
働
者
の
協
力
を

得
な
が
ら
現
場
の
リ
ス
ク
を
洗
い
出
し
て
評

価
し
、
計
画
的
に
リ
ス
ク
を
減
少
さ
せ
て
い

く
労
働
安
全
衛
生
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

（
Ｏ
Ｓ
Ｈ
Ｍ
Ｓ
）
だ
。
二
〇
〇
一
年
に
Ｉ
Ｌ

Ｏ
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
示
さ
れ
て
い
る
。 

 

こ
う
し
た
欧
米
の
新
た
な
動
き
に
加
え
、

製
造
業
へ
の
派
遣
解
禁
と
い
っ
た
国
内
の
環

境
変
化
も
踏
ま
え
、
厚
労
省
で
は
近
く
立
ち

上
げ
る
研
究
会
で
、
事
業
主
責
任
を
基
本
と

す
る
現
行
の
法
制
度
や
安
全
体
制
の
あ
り
方

に
つ
い
て
、
法
改
正
も
視
野
に
入
れ
て
議
論

し
、
今
夏
に
は
報
告
書
を
ま
と
め
る
予
定
だ
。 

　
　
　
　
　 

（
調
査
部
　
高
畑
い
づ
み
） 
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企
業
経
営
 
カ
ネ
ボ
ウ
の
再
生
ス
キ
ー
ム
固
ま
る
 

　
一
八
八
七
年
創
立
の
名
門
企
業
カ
ネ
ボ
ウ

は
三
月
一
〇
日
、
産
業
再
生
機
構
に
当
初
支

援
要
請
し
て
い
た
化
粧
品
事
業
だ
け
で
な
く
、

繊
維
、
医
薬
品
、
家
庭
用
品
な
ど
残
り
の
「
本

体
」
事
業
に
つ
い
て
も
一
体
支
援
を
要
請
し

た
。
当
初
見
込
ん
で
い
た
化
粧
品
事
業
の
査

定
額
が
大
き
く
下
回
っ
た
こ
と
に
加
え
、
軒

並
み
赤
字
が
続
く
「
本
体
」
事
業
の
業
績
回

復
に
は
、
機
構
主
導
で
建
て
直
し
を
図
る
の

が
得
策
と
判
断
し
た
た
め
だ
。 

　
カ
ネ
ボ
ウ
が
再
生
機
構
に
支
援
要
請
し
た

の
は
、
二
〇
〇
三
年
九
月
末
の
中
間
決
算
で

六
二
九
億
円
の
債
務
超
過
に
陥
っ
た
ほ
か
五

〇
〇
〇
億
円
を
超
え
る
借
入
金
を
抱
え
て
お

り
、
こ
の
解
消
な
し
に
企
業
の
存
続
は
あ
り

え
な
い
か
ら
だ
。
再
建
計
画
は
、
カ
ネ
ボ
ウ

の
化
粧
品
事
業
を
巡
っ
て
花
王
と
の
事
業
統

合
・
完
全
売
却
の
ほ
か
、
投
資
フ
ァ
ン
ド
の

ユ
ニ
ゾ
ン
・
キ
ャ
ピ
タ
ル
に
よ
る
買
収
、
再

生
機
構
へ
の
化
粧
品
事
業
の
み
の
支
援
要
請

な
ど
迷
走
を
続
け
た
結
果
、
カ
ネ
ボ
ウ
全
体

と
し
て
再
生
機
構
の
支
援
を
受
け
る
こ
と
に

落
ち
着
き
、
よ
う
や
く
ス
タ
ー
ト
台
に
た
ど

り
つ
い
た
。 

　
産
業
再
生
機
構
を
活
用
し
た
再
編
ス
キ
ー

ム
は
、
化
粧
品
事
業
を
販
売
会
社
も
含
め
て

営
業
譲
渡
し
化
粧
品
事
業
の
新
会
社
を
設
立
。

そ
の
株
式
を
機
構
に
売
却
し
、
売
却
益
で
債

務
超
過
を
解
消
す
る
と
と
も
に
、
新
会
社
が

引
き
継
ぐ
借
入
金
を
機
構
が
額
面
で
買
い
取

る
と
い
う
も
の
。
こ
の
ス
キ
ー
ム
で
あ
れ
ば
、

コ
ア
事
業
で
あ
る
化
粧
品
事
業
を
完
全
に
手

放
さ
ず
に
済
み
、
三
年
以
内
に
企
業
再
建
が

進
め
ば
化
粧
品
事
業
を
本
体
に
戻
す
こ
と
が

で
き
る
。
し
か
し
、
同
時
に
カ
ネ
ボ
ウ
は
、

国
際
競
争
の
激
化
で
慢
性
的
な
不
振
が
続
く
、

化
粧
品
以
外
の
繊
維
、
家
庭
用
品
、
薬
品
、

食
品
な
ど
の
残
り
の
「
本
体
」
事
業
を
抜
本

的
に
再
建
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 
様
々
な
選
択
肢
が
あ
っ
た
な
か
、
こ
の
決

断
に
は
労
組
の
意
見
反
映
が
欠
か
せ
な
か
っ

た
。
再
生
機
構
に
支
援
要
請
す
る
こ
と
に
カ

ネ
ボ
ウ
労
組
が
同
意
し
た
の
は
「
カ
ネ
ボ
ウ
」

と
い
う
ブ
ラ
ン
ド
が
残
り
、
化
粧
品
事
業
の

価
値
も
適
正
に
査
定
さ
れ
る
と
の
期
待
も
あ

っ
た
か
ら
だ
。 

 

再
生
ス
キ
ー
ム
が
固
ま
っ
た
こ
と
を
受
け

、

上
部
団
体
の
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン
同
盟
で
は
、
予

想
さ
れ
る
人
員
整
理
な
ど
に
備
え
、
「
雇
用

対
策
委
員
会
」
を
立
ち
上
げ
、
カ
ネ
ボ
ウ
の

事
業
再
建
を
支
援
す
る
。
同
政
策
局
長
の
逢

見
直
人
氏
は
、
「
カ
ネ
ボ
ウ
は
、
経
営
再
建

に
向
け
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
に
立
っ
た
ば
か
り

で
答
え
は
何
も
出
て
い
な
い
。
迷
走
し
て
よ

う
や
く
自
分
達
の
進
む
べ
き
道
を
見
つ
け
た

ば
か
り
。
こ
れ
か
ら
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ
し
て
、

労
使
一
体
と
な
り
企
業
再
建
に
取
り
組
ん
で

い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
語
る
。 

 

　
三
月
末
が
タ
イ
ム
リ
ミ
ッ
ト
に 

 

カ
ネ
ボ
ウ
は
、
化
粧
品
事
業
の
ほ
か
繊
維

や
食
品
、
薬
品
な
ど
の
事
業
を
手
が
け
る
が
、

化
粧
品
事
業
が
最
大
の
収
益
源
。
二
〇
〇
四

年
三
月
ま
で
に
債
務
超
過
を
解
消
し
な
け
れ

ば
、
金
融
機
関
の
カ
ネ
ボ
ウ
向
け
債
権
が
「
要

注
意
先
」
か
ら
「
経
営
破
綻
懸
念
先
」
に
落

ち
、
多
額
の
追
加
引
当
が
必
要
に
な
る
。
役

員
の
中
で
も
財
務
体
質
改
善
を
優
先
し
た
い

売
却
派
と
稼
ぎ
頭
の
化
粧
品
事
業
を
グ
ル
ー

プ
内
に
残
し
た
い
売
却
消
極
派
で
意
見
は
「
真

っ
二
つ
」
に
分
か
れ
て
い
た
。
結
局
、
一
月

末
、
取
締
役
会
は
僅
差
で
花
王
に
完
全
売
却

す
る
方
針
を
決
議
。
カ
ネ
ボ
ウ
社
員
は
、
そ

の
こ
と
を
三
一
日
付
の
新
聞
報
道
で
知
る
こ

と
と
な
っ
た
。 

 

　
労
組
も
再
生
機
構
案
を
了
承 

　
カ
ネ
ボ
ウ
で
は
、
九
〇
年
代
の
繊
維
不
況

で
、
労
組
が
賃
金
カ
ッ
ト
や
人
員
削
減
を
受

け
入
れ
、
協
力
し
て
乗
り
切
っ
て
き
た
こ
と

も
あ
り
、
経
営
の
重
要
案
件
に
つ
い
て
は
、

労
使
で
情
報
を
共
有
し
、
事
前
に
組
合
幹
部

に
説
明
、
労
使
協
議
し
了
解
を
得
る
と
い
う

「
成
熟
し
た
労
使
関
係
」
（
逢
見
氏
）
が
形

成
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
花
王
へ
の
完
全

売
却
に
つ
い
て
は
、
労
組
に
事
前
に
説
明
、

協
議
が
な
か
っ
た
。
「
残
存
事
業
だ
け
で
は

い
ず
れ
つ
ぶ
れ
る
」
「
労
組
の
な
い
花
王
に

買
収
さ
れ
れ
ば
い
ず
れ
リ
ス
ト
ラ
が
行
わ
れ

る
」
「
営
業
利
益
は
ほ
ぼ
化
粧
品
事
業
に
依

存
し
て
お
り
、
ほ
か
の
事
業
で
利
益
を
出
す

に
は
相
当
な
リ
ス
ト
ラ
が
必
要
に
な
る
」
な

ど
の
理
由
か
ら
、
元
々
、
完
全
売
却
に
反
対

だ
っ
た
労
組
は
、
二
月
一
二
日
、
化
粧
品
事

業
売
却
に
反
対
を
表
明
し
た
。 

 

状
況
は
緊
迫
し
、
こ
こ
か
ら
は
、
時
間
と

の
闘
い
だ
っ
た
。
三
月
三
〇
日
に
臨
時
株
主

総
会
を
開
催
す
る
た
め
に
は
、
二
月
一
八
日

ま
で
に
招
集
状
を
送
付
す
る
必
要
が
あ
っ
た

か
ら
だ
。
様
々
な
可
能
性
を
探
り
、
結
局
、

カ
ネ
ボ
ウ
と
主
力
取
引
銀
行
で
あ
る
三
井
住

友
銀
行
の
ぎ
り
ぎ
り
の
一
致
点
と
し
て
浮
上

し
た
の
が
再
生
機
構
の
活
用
だ
っ
た
。
一
六

日
午
前
に
カ
ネ
ボ
ウ
労
組
は
支
部
長
会
議
を

開
き
、
再
生
機
構
活
用
案
を
承
認
。
同
日
午

後
、
カ
ネ
ボ
ウ
は
花
王
へ
の
化
粧
品
事
業
売

却
を
白
紙
撤
回
、
再
生
機
構
へ
支
援
を
要
請

し
た
と
発
表
し
た
。 

　
経
営
陣
が
、
事
業
売
却
を
白
紙
撤
回
し
た

理
由
と
し
て
「
労
組
が
納
得
し
な
い
」
と
説

明
し
て
い
る
点
に
つ
い
て
、
Ｕ
Ｉ
ゼ
ン
セ
ン

同
盟
の
逢
見
氏
は
、
「
カ
ネ
ボ
ウ
労
組
が
完

全
売
却
に
反
対
し
た
の
は
事
実
だ
が
、
経
営

陣
の
な
か
に
も
色
々
な
意
見
が
あ
り
、
労
組

が
全
て
を
ひ
っ
く
り
返
し
た
と
い
う
こ
と
は

な
い
。
労
組
が
納
得
し
な
い
と
い
う
説
明
を

し
て
い
る
が
そ
れ
は
一
側
面
に
す
ぎ
ず
、
説

明
が
し
や
す
い
か
ら
だ
」
と
語
る
。 

　
カ
ネ
ボ
ウ
の
再
建
は
、
化
粧
品
事
業
だ
け

で
な
く
繊
維
事
業
な
ど
再
生
機
構
が
残
り
の

「
本
体
」
事
業
も
支
援
す
る
こ
と
が
決
ま
っ

た
。
再
建
策
の
大
枠
は
固
ま
っ
た
と
は
い
え
、

当
初
の
見
込
み
に
比
べ
、
約
二
〇
〇
〇
億
円

の
負
債
が
残
る
な
ど
、
簡
単
に
は
い
き
そ
う

に
な
い
雲
行
き
だ
。 

　
　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
才
川
智
広
） 
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創
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政
労
使
が
合
意 

Business Labor Trend  2004.4

　
四
月
の
総
選
挙
を
前
に
、
雇
用
創

出
に
対
す
る
社
会
的
関
心
が
急
速
に

高
ま
る
こ
と
に
プ
レ
ッ
シ
ャ
ー
を
感

じ
た
の
か
、
労
使
政
委
員
会
が
二
月

八
日
に
「
雇
用
創
出
の
た
め
の
社
会

協
約
案
」
に
合
意
し
た
の
に
続
い
て
、

政
府
が
二
月
一
九
日
に
大
統
領
主
宰

の
「
雇
用
創
出
の
た
め
の
経
済
指
導

者
会
議
（
関
係
省
庁
大
臣
の
ほ
か
、

政
界
、
経
済
界
、
労
働
界
、
市
民
団

体
な
ど
の
代
表
出
席
）」
を
開
い
て

「
今
後
五
年
間
で
二
〇
〇
万
人
分
の

雇
用
を
創
り
出
す
こ
と
を
主
な
内
容

と
す
る
雇
用
創
出
総
合
対
策
」
を
発

表
す
る
な
ど
、
雇
用
創
出
に
向
け
た

政
労
使
の
取
り
組
み
が
本
格
化
し
て

い
る
。 

 

こ
れ
に
対
し
て
、
労
使
政
委
員
会

に
参
加
し
て
い
な
い
民
主
労
総
は
早

く
も
社
会
協
約
案
の
実
効
性
を
疑
問

視
し
、
独
自
の
雇
用
創
出
案
を
提
言

す
る
構
え
を
見
せ
て
い
る
。
そ
し
て

政
府
の
雇
用
創
出
総
合
対
策
に
対
し

て
も
「
実
績
を
急
ぐ
あ
ま
り
、
単
な

る
量
的
拡
大
に
偏
っ
て
し
ま
い
、
良

質
の
雇
用
を
創
り
出
す
案
は
見
当
た

ら
な
い
」
と
の
声
が
上
が
っ
て
い
る
。 

 

以
下
、
労
使
政
委
員
会
の
社
会
協

約
案
と
政
府
の
雇
用
創
出
総
合
対
策

を
中
心
に
、
雇
用
創
出
に
向
け
た
政

労
使
の
取
り
組
み
を
詳
し
く
み
て
み

よ
う
。 

   

労
使
政
委
員
会
の
「
雇
用
創
出
の

た
め
の
社
会
協
約
案
」  

 
労
使
政
委
員
会
は
二
月
八
日
、
「
労

働
側
の
„
賃
金
安
定
へ
の
協
力
“
と

経
営
側
の
„
雇
用
調
整
の
抑
制
“
を

主
な
柱
と
す
る
社
会
協
約
案
」
に
合

意
し
た
と
発
表
し
た
。
今
回
の
合
意

は
一
九
九
八
年
二
月
の
「
通
貨
危
機

克
服
の
た
め
の
社
会
協
約
」
以
来
の

試
み
で
、
政
労
使
が
雇
用
問
題
に
対

し
て
危
機
意
識
を
共
有
し
て
い
る
こ

と
の
あ
ら
わ
れ
で
あ
る
。
同
委
員
会

は
二
〇
〇
三
年
一
二
月
二
六
日
に
社

会
協
約
づ
く
り
に
取
り
組
む
こ
と
で

合
意
し
て
か
ら
八
回
に
わ
た
っ
て
話

し
合
い
を
重
ね
た
末
、
次
の
よ
う
な

項
目
を
盛
り
込
ん
だ
社
会
協
約
案
を

見
出
し
た
の
で
あ
る
。 
 

第
一
に
、
労
働
側
に
か
か
わ
る
項

目
＝
①
非
正
規
労
働
者
や
中
小
企
業

の
労
働
者
に
比
べ
て
賃
金
が
相
対
的

に
高
い
大
企
業
の
場
合
、
今
後
二
年

間
「
賃
金
の
安
定
」
に
協
力
す
る
。

②
賃
金
及
び
労
働
時
間
の
調
整
、
配

置
転
換
の
円
滑
化
な
ど
企
業
内
部
労

働
市
場
の
柔
軟
性
向
上
に
協
力
す
る
。

③
職
場
組
織
改
革
及
び
品
質
・
生
産

性
向
上
に
協
力
す
る
。
④
生
産
施
設

の
占
拠
や
操
業
妨
害
な
ど
の
不
法
行

為
を
禁
止
す
る
。 

 

第
二
に
、
経
営
側
に
か
か
わ
る
項

目
＝
①
投
資
の
拡
大
を
通
じ
て
雇
用

創
出
に
努
め
る
。
②
「
人
為
的
な
雇

用
調
整
」
を
で
き
る
だ
け
抑
制
し
、

や
む
を
え
な
い
場
合
は
労
組
と
誠
実

に
協
議
し
、
人
員
削
減
の
最
少
化
に

努
め
る
。
③
大
企
業
は
下
請
け
協
約

会
社
の
労
働
者
の
雇
用
安
定
及
び
処

遇
改
善
な
ど
を
支
援
す
る
。
④
不
当

解
雇
や
不
当
労
働
行
為
を
禁
止
す
る
。

⑤
経
営
情
報
の
公
開
や
不
法
政
治
献

金
の
禁
止
な
ど
経
営
の
透
明
性
向
上

や
経
営
倫
理
を
実
践
す
る
。
⑥
賃
金
・

労
働
条
件
・
教
育
訓
練
・
福
利
厚
生

な
ど
で
非
正
規
労
働
者
に
対
す
る
差

別
を
禁
止
す
る
。 

 

第
三
に
、
政
府
に
か
か
わ
る
項
目

＝
①
企
業
の
投
資
拡
大
を
誘
引
す
る

た
め
の
規
制
緩
和
の
ほ
か
、
企
業
の

雇
用
拡
大
に
対
す
る
税
制
及
び
雇
用

保
険
上
の
支
援
、
研
究
開
発
人
材
の

育
成
費
用
に
対
す
る
税
額
控
除
範
囲

の
拡
大
な
ど
に
取
り
か
か
る
。
②
中

小
企
業
向
け
に
新
規
事
業
開
拓
お
よ

び
雇
用
環
境
改
善
を
支
援
す
る
た
め

の
助
成
金
や
専
門
人
材
の
採
用
奨
励

金
な
ど
を
支
給
す
る
。
③
非
正
規
労

働
者
の
雇
用
安
定
及
び
職
業
能
力
開

発
政
策
を
講
じ
る
。
④
消
費
者
物
価

水
準
を
三
％
台
に
抑
え
、
不
動
産
価

格
の
安
定
及
び
教
育
費
の
軽
減
に
努

め
る
。
⑤
低
所
得
労
働
者
の
所
得
向

上
策
を
講
じ
る
。
⑥
国
民
基
礎
生
活

保
障
制
度
・
賃
金
債
権
保
障
制
度
の

適
用
対
象
の
段
階
的
な
拡
大
な
ど
、

ソ
ー
シ
ャ
ル
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を

拡
充
す
る
。
⑦
社
会
福
祉
・
公
的
サ

ー
ビ
ス
部
門
で
の
新
規
採
用
を
拡
大

す
る
。 

 

第
四
に
、
政
労
使
に
共
に
か
か
わ

る
項
目
＝
①
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

に
向
け
て
、
労
使
は
労
働
時
間
の
短

縮
や
シ
フ
ト
勤
務
制
度
な
ど
の
利
用

に
努
め
、
政
府
は
支
援
策
を
講
じ
る
。

②
非
正
規
労
働
者
問
題
の
解
決
に
向

け
て
、
経
営
側
は
非
正
規
労
働
者
に

対
す
る
差
別
を
禁
止
し
、
正
規
職
採

用
の
際
に
は
既
存
の
非
正
規
労
働
者

を
優
先
的
に
採
用
す
る
。
労
働
側
は

非
正
規
労
働
者
に
配
慮
し
た
労
働
運

動
を
展
開
す
る
。
政
府
は
非
正
規
労

働
者
に
対
す
る
不
合
理
な
差
別
を
是

正
す
る
た
め
の
対
策
、
と
り
わ
け
公

共
部
門
に
お
け
る
非
正
規
労
働
者
の

処
遇
改
善
策
を
先
ん
じ
て
講
じ
る
。

③
協
調
的
労
使
関
係
に
向
け
て
、
労

使
は
事
業
所
レ
ベ
ル
で
の
情
報
共
有

及
び
労
働
者
参
加
の
活
性
化
に
努
め
、

政
府
は
労
使
が
実
施
す
る
労
使
関
係

改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
対
す
る
支
援
を

拡
大
す
る
。
④
雇
用
創
出
の
た
め
の

地
域
別
連
帯
事
業
を
推
進
す
る
。 

 

以
上
の
よ
う
に
今
回
の
社
会
協
約

案
に
は
五
五
項
目
に
わ
た
っ
て
幅
広

い
約
束
事
が
盛
り
込
ま
れ
て
お
り
、

「
直
接
の
雇
用
創
出
案
」
と
い
う
よ

り
は
「
雇
用
創
出
に
有
効
な
道
筋
」

と
し
て
、
労
働
者
階
層
別
・
企
業
規

模
別
賃
金
お
よ
び
労
働
条
件
の
格
差

是
正
や
経
営
・
投
資
環
境
の
改
善
、

法
の
支
配
に
基
づ
く
協
調
的
労
使
関

係
の
構
築
な
ど
に
政
労
使
が
協
力
し

て
取
り
組
む
こ
と
を
公
に
約
束
し
た

と
こ
ろ
に
大
き
な
特
徴
が
あ
る
。
言

い
換
え
れ
ば
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
パ
ー
ト

ナ
ー
シ
ッ
プ
に
基
づ
い
て
雇
用
創
出

に
向
け
て
の
政
労
使
の
役
割
分
担
及

び
協
力
関
係
を
よ
り
明
確
に
定
義
す

る
こ
と
で
、
政
労
使
関
係
の
新
た
な

方
向
付
け
を
示
し
た
と
こ
ろ
に
そ
の

意
義
が
あ
る
と
い
え
る
。 

 

も
う
一
つ
の
特
徴
は
、
社
会
協
約

案
の
核
に
な
る
「
賃
金
と
雇
用
」
に

つ
い
て
は
そ
の
文
言
を
め
ぐ
っ
て
最

後
ま
で
労
使
の
駆
け
引
き
が
続
き
、

合
意
に
至
っ
た
後
も
そ
の
文
言
を
め

ぐ
る
対
立
は
消
え
ず
、
い
ま
な
お
く

す
ぶ
っ
て
い
る
な
ど
、
政
労
使
間
の

話
し
合
い
は
こ
れ
で
終
わ
っ
た
と
い

う
よ
り
、
む
し
ろ
よ
う
や
く
出
発
点

に
立
っ
た
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
例

え
ば
、
賃
金
に
つ
い
て
は
、
話
し
合

い
を
重
ね
る
に
つ
れ
、„
賃
金
の
凍
結
“

か
ら
„
賃
上
げ
の
抑
制
“
へ
、
さ
ら

に
„
賃
金
の
安
定
“
へ
と
だ
ん
だ
ん

曖
昧
な
表
現
、
つ
ま
り
労
働
側
に
と

っ
て
よ
り
受
け
入
れ
や
す
い
文
言
に

変
わ
っ
た
。
こ
こ
で
の
„
賃
金
の
安

定
“
と
は
「
過
度
な
賃
上
げ
を
控
え
、
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生
産
性
上
昇
率
と
物
価
上
昇
率
の
範

囲
内
に
賃
上
げ
率
を
抑
え
る
」
こ
と

を
指
す
と
い
う
。
そ
れ
も
賃
金
が
相

対
的
に
高
い
大
企
業
を
主
な
対
象
に

す
る
こ
と
を
明
確
に
し
、
労
働
者
階

層
別
・
企
業
規
模
別
賃
金
格
差
の
是

正
を
通
じ
て
非
正
規
職
や
中
小
企
業

へ
の
雇
用
を
誘
引
す
る
と
こ
ろ
に
落

ち
着
い
て
い
る
。
次
に
雇
用
に
つ
い

て
は
「
人
為
的
な
雇
用
調
整
を
で
き

る
だ
け
抑
制
し
、
賃
金
・
労
働
時
間

の
調
整
や
配
置
転
換
の
円
滑
化
な
ど

企
業
内
部
労
働
市
場
の
柔
軟
性
向
上

を
通
じ
て
人
員
削
減
の
最
少
化
に
努

め
る
」
こ
と
で
、„
雇
用
の
安
定
“を

図
る
と
こ
ろ
に
重
点
を
お
い
て
い
る
。 

 

労
使
政
委
員
会
は
今
回
の
社
会
協

約
案
に
つ
い
て
「
雇
用
創
出
の
た
め

に
は
賃
金
の
安
定
と
雇
用
の
安
定
が

今
最
も
求
め
ら
れ
て
い
る
と
の
認
識

を
労
使
が
共
有
し
、
痛
み
を
分
か
ち

合
う
と
い
う
見
地
か
ら
そ
れ
ぞ
れ
の

役
割
を
果
す
こ
と
を
約
束
し
た
」
と

い
う
点
で
「
今
回
は
雇
用
創
出
の
た

め
の
グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
の
性
格
が

強
い
。
今
後
具
体
的
な
方
策
に
つ
い

て
さ
ら
に
話
し
合
い
を
進
め
て
い
く
」

こ
と
を
強
調
し
て
い
る
。 

 

こ
れ
に
対
し
て
、
労
使
政
委
員
会

に
参
加
し
て
い
な
い
民
主
労
総
は
「
大

企
業
労
働
者
の
大
半
が
加
盟
し
て
い

る
民
主
労
総
抜
き
に
合
意
し
た
も
の

に
い
か
な
る
実
効
性
が
あ
る
の
か
疑

問
で
あ
る
。
具
体
的
な
方
策
に
乏
し

い
今
回
の
社
会
協
約
案
は
、
大
企
業

が
雇
用
を
創
り
出
す
こ
と
な
く
、
賃

上
げ
の
み
を
抑
制
す
る
の
に
悪
用
さ

れ
る
恐
れ
が
あ
る
」
と
批
判
し
、
そ

れ
に
代
わ
る
独
自
の
雇
用
創
出
案
と

し
て
、
週
休
二
日
制
の
導
入
に
合
わ

せ
て
「
時
間
外
労
働
を
減
ら
す
運
動
」

を
展
開
し
て
い
く
方
針
を
打
ち
出
す
。

と
共
に
、
「
産
別
交
渉
で
の
決
定
を

踏
ま
え
た
う
え
で
社
会
協
約
案
に
つ

い
て
話
し
合
う
こ
と
や
、
高
賃
金
労

働
者
の
賃
金
削
減
で
は
な
く
低
賃
金

労
働
者
の
所
得
補
填
、
非
正
規
労
働

者
に
対
す
る
差
別
撤
廃
、
損
害
賠
償

及
び
資
産
仮
差
押
え
訴
訟
問
題
の
解

決
な
ど
に
取
り
組
む
」
こ
と
を
政
府

と
経
営
側
に
要
求
し
た
。 

 

そ
し
て
全
国
経
済
人
連
合
会
も
「
社

会
協
約
案
の
う
ち
、
企
業
の
競
争
力

強
化
に
逆
行
す
る
よ
う
な
項
目
に
つ

い
て
は
再
検
討
す
べ
き
で
あ
る
」
と

注
文
を
つ
け
て
い
る
。
例
え
ば
、
賃

金
の
安
定
に
関
す
る
項
目
に
つ
い
て
、

「
中
小
企
業
は
賃
金
水
準
を
相
対
的

に
低
く
抑
え
ざ
る
を
得
な
い
と
い
う

現
実
が
反
映
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、

„
賃
金
の
安
定
“
を
„
賃
金
の
凍
結
“

に
変
え
る
か
、
ま
た
は
„
非
正
規
労

働
者
や
中
小
企
業
の
労
働
者
と
の
賃

金
格
差
を
解
消
す
る
た
め
に
“
と
い

う
文
言
を
削
除
す
べ
き
で
あ
る
」、

ま
た
雇
用
調
整
の
抑
制
に
つ
い
て
も

「
経
営
上
の
理
由
に
よ
る
雇
用
調
整

は
全
て
人
為
的
な
も
の
に
な
ら
ざ
る

を
得
な
い
た
め
、„
人
為
的
な
雇
用
調

整
“
を
„
過
度
な
ま
た
は
不
合
理
な

雇
用
調
整
“
に
変
え
る
べ
き
で
あ
る
」

と
主
張
し
て
い
る
。 

 

い
ず
れ
に
せ
よ
、
今
回
の
社
会
協

約
案
は
労
使
政
委
員
会
も
認
め
て
い

る
よ
う
に
「
雇
用
創
出
の
た
め
の
グ

ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
」
と
し
て
の
性
格

が
強
い
だ
け
に
、
そ
の
成
否
は
政
府

が
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
と
っ
て
ど
こ

ま
で
直
接
の
雇
用
創
出
に
つ
な
が
る

よ
う
な
具
体
的
な
方
策
を
見
出
す
こ

と
が
で
き
る
か
、
ま
た
「
賃
金
の
安

定
・
雇
用
の
安
定
・
協
調
的
労
使
関

係
」
の
好
循
環
を
企
業
現
場
に
い
か

に
浸
透
さ
せ
る
か
に
か
か
っ
て
い
る
。

　
民
主
労
総
の
参
加
は
そ
の
実
効
性

を
高
め
る
た
め
の
さ
ら
な
る
一
歩
と

な
る
に
違
い
な
い
。
社
会
協
約
案
の

成
立
を
前
後
に
し
て
、
民
主
労
総
執

行
部
と
労
働
大
臣
の
交
代
が
相
次
ぎ
、

「
労
働
運
動
や
労
働
政
策
が
国
民
世

論
や
国
家
経
済
と
共
に
歩
む
中
道
・

穏
健
路
線
を
志
向
す
る
」
と
の
見
方

が
先
行
き
へ
の
希
望
的
観
測
を
も
た

ら
し
て
い
る
。
民
主
労
総
の
参
加
を

取
り
つ
け
る
こ
と
が
で
き
る
か
ど
う

か
、
新
任
の
労
働
大
臣
の
舵
取
り
に

早
く
も
高
い
関
心
が
寄
せ
ら
れ
て
い

る
の
で
あ
る
。 

 

ち
な
み
に
、
韓
国
労
総
が
傘
下
労

組
一
〇
七
カ
所
を
対
象
に
「
雇
用
創

出
の
た
め
の
社
会
協
約
」
に
関
す
る

ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
し
た
と
こ

ろ
よ
る
と
、
そ
の
九
一
・
五
％
が
「
雇

用
創
出
そ
の
も
の
に
意
義
が
あ
る
」

こ
と
を
理
由
に
労
使
政
委
員
会
で
の

話
し
合
い
に
賛
成
し
た
の
に
対
し
て
、

七
・
五
％
の
み
が
「
雇
用
創
出
ど
こ

ろ
か
、
賃
金
交
渉
で
譲
歩
を
強
い
ら

れ
か
ね
な
い
」
こ
と
を
理
由
に
反
対

し
て
い
る
。
そ
し
て
労
使
政
委
員
会

で
の
話
し
合
い
の
過
程
で
経
営
側
が

生
産
性
向
上
、
賃
上
げ
の
抑
制
、
ノ

ー
ス
ト
宣
言
な
ど
を
要
求
す
る
こ
と

に
対
し
て
も
、
半
数
以
上
が
「
条
件

付
で
受
け
入
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
と

答
え
て
い
る
。
そ
の
他
に
、
六
八
・

一
％
が
「
雇
用
不
安
」
を
感
じ
て
お

り
、
五
〇
・
五
％
は
「
事
業
所
レ
ベ

ル
で
雇
用
創
出
の
た
め
の
交
渉
に
臨

む
こ
と
を
検
討
す
る
」
と
答
え
て
い

る
。 

   

政
府
の
雇
用
創
出
総
合
対
策 

 

四
月
の
総
選
挙
を
前
に
、
関
係
省

庁
が
先
を
競
う
か
の
よ
う
に
雇
用
創

出
策
を
相
次
い
で
発
表
し
た
こ
と
も

あ
っ
て
、
同
政
策
の
信
頼
性
や
実
効

性
を
疑
問
視
す
る
声
が
高
ま
っ
て
い

る
。
新
任
の
労
働
大
臣
は
就
任
早
々

「
関
係
省
庁
間
の
協
議
を
経
て
重
複

す
る
部
分
を
整
理
し
、
実
現
可
能
性

の
高
い
雇
用
創
出
策
に
絞
っ
て
い
く

と
共
に
、
雇
用
の
数
だ
け
で
な
く
、

そ
の
質
も
視
野
に
入
れ
て
い
く
」
こ

と
を
明
ら
か
に
し
、
「
雇
用
創
出
策

の
実
効
性
を
高
め
る
こ
と
が
課
題
で

あ
る
」
と
の
認
識
を
示
す
。
と
共
に
、

「
前
述
の
よ
う
な
„
雇
用
創
出
の
た

め
の
社
会
協
約
案
“
は
社
会
的
コ
ン

セ
ン
サ
ス
を
背
景
に
見
出
さ
れ
た
だ

け
に
、
そ
れ
を
成
功
さ
せ
る
た
め
に

そ
の
中
身
を
つ
め
て
い
く
作
業
が
必

要
で
あ
る
」
と
の
見
解
を
示
し
た
。 

 

二
月
一
九
日
の
大
統
領
主
宰
の
「
雇

用
創
出
の
た
め
の
経
済
指
導
者
会
議
」

で
発
表
さ
れ
た
「
雇
用
創
出
総
合
対

策
」
は
、
同
社
会
協
約
案
の
実
効
性

を
高
め
る
た
め
の
政
策
の
一
つ
と
位

置
付
け
ら
れ
、
そ
れ
に
は
い
ま
ま
で

の
雇
用
創
出
策
が
網
羅
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
目
玉
は
今
後
五
年
間
に
わ
た
っ

て
二
〇
〇
万
人
分
の
雇
用
を
創
り
出

す
こ
と
で
あ
る
。 

 

そ
の
内
訳
を
み
る
と
、
ま
ず
、
毎

年
経
済
成
長
率
五
％
台
を
達
成
し
、

年
間
平
均
三
〇
万
人
分
（
経
済
成
長

率
一
％
の
雇
用
創
出
効
果
六
万
人
と

推
定
）
、
今
後
五
年
間
合
わ
せ
て
一

五
〇
万
人
分
の
雇
用
を
創
り
出
す
。

第
二
に
、
雇
用
創
出
効
果
の
大
き
い

サ
ー
ビ
ス
業
部
門
、
例
え
ば
、
週
休

二
日
制
の
恩
恵
を
受
け
る
観
光
・
レ

ジ
ャ
ー
産
業
な
ど
で
一
〇
万
人
分
、

次
世
代
成
長
産
業
及
び
中
小
ベ
ン
チ

ャ
ー
企
業
の
育
成
な
ど
で
一
〇
〜
一

五
万
人
分
の
雇
用
を
そ
れ
ぞ
れ
創
り

出
す
。
第
三
に
、
週
休
二
日
制
の
導

入
に
伴
う
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
で

一
七
万
人
分
、
深
刻
な
人
手
不
足
状

態
に
あ
る
中
小
企
業
の
雇
用
環
境
改

善
で
三
〜
四
万
人
分
、
社
会
福
祉
・

公
的
サ
ー
ビ
ス
部
門
で
四
万
八
〇
〇

〇
人
分
の
雇
用
を
そ
れ
ぞ
れ
創
り
出

す
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。 

 

政
府
と
し
て
は
、
こ
の
よ
う
な
雇

用
創
出
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、

サ
ー
ビ
ス
産
業
の
競
争
力
強
化
、
成

長
基
盤
の
拡
充
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ

グ
及
び
中
小
企
業
の
人
手
不
足
解
消 
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の
支
援
、
労
働
市
場
イ
ン
フ
ラ
の
拡

充
、
人
材
育
成
な
ど
に
力
を
入
れ
る

こ
と
に
し
て
い
る
。 

 

そ
の
ほ
か
に
、
政
府
の
雇
用
創
出

策
の
う
ち
、
ひ
と
き
わ
目
を
引
く
の

は
財
政
経
済
部
が
二
〇
〇
四
年
度
の

業
務
計
画
に
盛
り
込
ん
だ
「
雇
用
増

大
特
別
税
額
控
除
制
度
」
で
あ
る
。

こ
れ
は
、
最
近
二
年
間
の
平
均
常
用

労
働
者
数
（
三
カ
月
以
上
雇
用
さ
れ

た
者
）
よ
り
一
人
で
も
多
く
雇
用
す

る
企
業
を
対
象
に
追
加
雇
用
分
一
人

当
た
り
一
〇
〇
万
ウ
ォ
ン
の
法
人
税

減
免
措
置
を
三
年
間
の
時
限
付
で
実

施
す
る
と
い
う
も
の
で
あ
る
。 

 

こ
の
よ
う
な
政
府
の
雇
用
創
出
策

に
対
し
て
、
早
く
も
労
働
界
は
「
短

期
実
績
重
視
で
、
雇
用
の
量
的
拡
大

の
み
に
集
中
し
、
非
正
規
労
働
者
の

量
産
に
つ
な
が
る
よ
う
な
政
策
に
終

始
し
て
い
る
。
良
質
の
雇
用
を
創
り

出
す
た
め
に
は
、
非
正
規
労
働
者
や

中
小
企
業
の
労
働
者
の
処
遇
改
善
（
賃

金
格
差
是
正
）
に
取
り
組
む
こ
と
が

何
よ
り
肝
要
で
あ
る
」
と
主
張
し
て

い
る
。 

 
そ
の
ほ
か
、
研
究
機
関
の
間
で
も

、

「
新
規
採
用
に
対
す
る
法
人
税
減
免

措
置
や
、
公
共
部
門
で
の
雇
用
創
出

な
ど
は
非
効
率
的
で
一
時
的
な
効
果

し
か
期
待
で
き
な
い
。
長
期
的
な
観

点
か
ら
の
良
質
の
雇
用
創
出
の
た
め

に
は
、
企
業
の
投
資
拡
大
を
誘
引
す

る
た
め
の
投
資
環
境
の
改
善
や
、
雇

用
創
出
効
果
が
大
き
い
中
小
ベ
ン
チ

ャ
ー
企
業
や
高
付
加
価
値
サ
ー
ビ
ス

業
の
育
成
な
ど
に
力
を
入
れ
る
べ
き

で
あ
る
」
と
い
う
向
き
が
多
い
。 

 

い
ず
れ
に
せ
よ
、
雇
用
創
出
へ
の

社
会
的
関
心
が
急
速
に
高
ま
る
な
か

で
、
政
労
使
の
間
で
雇
用
創
出
に
向

け
て
の
役
割
分
担
及
び
協
力
に
関
す

る
社
会
的
合
意
が
形
成
さ
れ
た
こ
と

は
、
経
済
効
率
性
と
社
会
統
合
の
両

立
を
目
指
す
方
向
へ
の
労
働
関
係
パ

ラ
ダ
イ
ム
の
転
換
に
つ
な
が
る
可
能

性
を
秘
め
て
い
る
と
い
う
点
で
そ
の

意
義
は
大
き
い
。
そ
の
実
効
性
を
高

め
る
た
め
に
、
政
府
は
急
い
で
雇
用

創
出
策
を
ま
と
め
て
新
た
な
社
会
協

約
の
試
み
に
応
え
よ
う
と
し
て
い
る
。

こ
れ
か
ら
は
雇
用
の
数
の
み
で
な
く
、

そ
の
中
身
も
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る

だ
け
に
、
中
央
レ
ベ
ル
で
の
政
労
使

が
具
体
的
な
方
策
を
見
出
す
作
業
が
、

企
業
現
場
で
良
質
の
雇
用
を
創
り
出

す
取
り
組
み
に
結
び
つ
く
か
ど
う
か

が
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。 

（
参
考
） 

 

連
合
ニ
ュ
ー
ス 

二
〇
〇
四
年
二

月
一
、
八
、
九
、
一
一
、
一
九
日 

 

韓
国
経
済
新
聞 

二
月
九
、
一
二

、

一
六
日 

 

東
亜
日
報 

一
月
二
九
日
、
二
月

九
、
一
〇
、
一
二
、
二
〇
日 

 

ハ
ン
ギ
ョ
レ
新
聞 

二
月
九
、
一

〇
日 

 

　
　
　
　
　
　
（
国
際
研
究
部
） 

豪
　
年
金
制
度
改
革
案
を
発
表 

  

コ
ス
テ
ロ
財
務
相
は
二
月
二
五
日

、

退
職
年
金
制
度
の
改
革
を
目
的
と
し

た
政
策
文
書
を
発
表
し
た
。
各
種
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
導
入
に
よ
っ
て
高

齢
者
の
労
働
市
場
へ
の
参
加
を
促
す

と
と
も
に
、
人
口
高
齢
化
に
伴
う
財

政
ひ
っ
迫
を
解
決
す
る
の
が
狙
い
。

野
党
は
原
則
的
に
政
府
案
を
支
持
し

て
い
る
。
二
月
二
六
日
付
地
元
各
紙

が
報
じ
た
。 

 

政
府
案
で
は
、
こ
れ
ま
で
退
職
年

金
に
寄
与
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ

た
失
業
者
に
対
し
て
も
年
金
基
金
へ

の
参
加
の
道
が
開
か
れ
て
い
る
。
ま

た
、
こ
れ
ま
で
退
職
し
な
け
れ
ば
年

金
を
受
け
取
れ
な
か
っ
た
五
五
歳
以

上
の
労
働
者
に
つ
い
て
も
、
パ
ー
ト

の
仕
事
を
続
け
な
が
ら
年
金
受
給
が

で
き
る
よ
う
に
な
る
。 

 

コ
ス
テ
ロ
財
務
相
は
、
人
口
高
齢

化
に
伴
う
退
職
年
金
の
財
源
不
足
に

対
応
す
る
唯
一
の
方
策
は
堅
実
な
経

済
成
長
だ
と
し
た
上
で
、
六
五
歳
以

上
の
労
働
市
場
へ
の
参
加
に
よ
っ
て

こ
れ
が
達
成
で
き
る
と
し
て
い
る
。 

 

野
党
や
金
融
業
界
は
お
お
む
ね
政

府
案
を
支
持
。
投
資
・
金
融
サ
ー
ビ

ス
協
会
（
Ｉ
Ｆ
Ｓ
Ａ
）
の
ギ
ル
バ
ー

ト
最
高
責
任
者
は
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ン
紙
に
対
し
、
「
フ
ル
タ
イ
ム
労
働

者
に
と
っ
て
、
引
退
ま
で
の
道
の
り

が
ス
ム
ー
ズ
に
な
っ
た
」
と
評
価
し

て
い
る
。 

 

（
提
供
　
エ
ヌ
・
エ
ヌ
・
エ
ー
） 

　
英
国
で
は
労
働
者
の
ス
キ
ル
の
不

足
が
深
刻
化
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、

一
六
歳
以
上
の
教
育
訓
練
事
業
を
実

施
す
る
政
府
設
立
団
体
で
あ
る
教
育

技
能
委
員
会
（Learning 
and 

Skills C
ouncil 

＝LSC

）
が
最
近
公

表
し
た
調
査
で
明
ら
か
と
な
っ
た
。 

　
調
査
報
告
で
は
、
英
国
の
二
四
〇

万
人
の
労
働
者
が
雇
用
主
に
よ
っ
て

「
能
力
不
足
」
と
み
な
さ
れ
て
い
る

と
推
計
し
、
こ
の
よ
う
な
ス
キ
ル
の

不
足
が
経
済
に
深
刻
か
つ
有
害
な
効

果
を
与
え
て
い
る
と
し
て
い
る
。
ま

た
、
求
人
の
五
分
の
一
、
の
べ
一
三

万
五
〇
〇
〇
人
分
が
埋
ま
ら
な
い
ま

ま
で
い
る
の
は
必
要
と
さ
れ
る
ス
キ

ル
を
持
っ
た
適
当
な
応
募
者
が
い
な

い
た
め
だ
と
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、

ス
キ
ル
不
足
に
悩
む
雇
用
主
の
五
分

の
二
以
上
が
そ
の
た
め
に
ビ
ジ
ネ
ス

の
機
会
を
失
っ
た
と
伝
え
て
い
る
。 

　
英
国
産
業
連
盟
（
Ｃ
Ｂ
Ｉ
）
会
長

も
、
最
近
こ
の
発
見
を
支
持
す
る
発

言
を
し
て
い
る
。
彼
は
英
国
で
三
五

〇
万
人
の
労
働
者
が
基
礎
的
な
読
み

書
き
能
力
を
持
っ
て
い
な
い
の
は
驚

く
べ
き
こ
と
だ
と
述
べ
た
。
ま
た
、

労
働
者
の
読
み
書
き
能
力
の
水
準
が

英
国
よ
り
も
低
い
国
は
欧
州
で
は
ラ

ト
ビ
ア
の
み
だ
と
い
う
事
実
を
指
摘

し
た
。 

　
最
近
の
試
算
に
よ
れ
ば
、
こ
の
ス

キ
ル
不
足
の
英
国
経
済
へ
の
影
響
は

年
間
一
〇
億
ド
ル
に
匹
敵
す
る
。
労

働
組
合
会
議
（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
）
の
あ
る
幹

部
の
主
張
に
よ
れ
ば
、
英
国
が
フ
ラ

ン
ス
、
ド
イ
ツ
に
差
を
つ
け
ら
れ
て

い
る
約
二
〇
％
の
生
産
性
格
差
は
英

国
内
の
ス
キ
ル
水
準
が
低
い
た
め
に

生
じ
て
い
る
。 

　
政
府
は
こ
の
ス
キ
ル
不
足
の
克
服

に
取
り
組
み
始
め
て
い
る
。
英
国
で

働
く
全
て
の
労
働
者
は
、
就
業
上
の

基
礎
的
能
力
の
「
黄
金
水
準（gold 

standard

）」
を
獲
得
す
る
よ
う
求

め
ら
れ
る
こ
と
が
最
近
明
ら
か
に
さ

れ
た
。
こ
れ
は
一
般
中
等
教
育
証
書

（
Ｇ
Ｃ
Ｓ
Ｅ
）
の
Ｃ
グ
レ
ー
ド
を
五

つ
以
上
、
又
は
全
国
職
業
資
格
（
Ｎ

Ｖ
Ｑ
）
が
規
定
す
る
職
業
水
準
の
レ

ベ
ル
二
と
定
義
さ
れ
る
。
現
在
で
は
、

労
働
力
の
約
三
分
の
一
に
当
た
る
七



英国② 

政
府
が
新
た
な
年
金
プ
ラ
ン
を
公
表
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18～54歳 

55歳以上 

65～74歳 

75歳以上 

被雇用者以外の失業者や自営業者なども年金基金の積み立
てが可能になる 
 
現在は退職しなければ年金受給ができないが、政府案では
パートで働きながら受け取ることが可能になる 
 
65歳以上で退職した場合、年金を一括で受け取れることに
変わりはないが、職業テストが現行の週1回から年1回に 
 
現在は75歳以上で職を持つ場合、働いている限りは年金を
積み立てられるが、今後は75歳になったと同時に一括で受 
け取らなくてはならない 

年齢層 変　　　　　　　化 

年金改革による主な変化 

出所：2月26日付デイリー・テレグラフ紙 

〇
〇
万
人
が
こ
の
指
標
を
満
た
し
て

い
な
い
。 

　
英
国
に
お
け
る
ス
キ
ル
の
不
足
は

明
ら
か
だ
が
、
そ
の
原
因
を
学
校
制

度
に
お
い
て
成
績
不
振
が
続
い
て
い

る
こ
と
（
Ｇ
Ｃ
Ｓ
Ｅ
の
数
学
試
験
で

Ｃ
グ
レ
ー
ド
以
上
を
と
る
の
は
一
六

歳
層
の
わ
ず
か
半
分
。
英
語
で
は
や

や
高
く
五
六
％
）
に
帰
す
る
べ
き
で

は
な
い
と
い
う
見
方
を
、
ア
ナ
リ
ス

ト
は
示
し
て
い
る
。 

 

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
指
標
・
分
析
担
当
幹

部
は
、
相
対
的
な
見
地
か
ら
い
え
ば

英
国
の
教
育
制
度
は
か
な
り
う
ま
く

機
能
し
て
い
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

例
え
ば
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
国
際
学
生
評

価
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
Ｐ
Ｉ
Ｓ
Ａ
）
に
よ

る
一
五
歳
時
点
で
の
教
育
達
成
度
一

覧
表
に
よ
れ
ば
、
英
国
の
児
童
は
読

み
書
き
と
計
算
に
お
い
て
四
一
カ
国

中
九
位
、
基
礎
科
学
で
は
五
位
と
な

っ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、

米
国
の
児
童
は
は
る
か
に
遅
れ
を
と

っ
て
い
る
が
、
一
五
歳
以
下
の
生
徒

一
人
当
た
り
の
教
育
費
用
は
フ
ラ
ン

ス
や
米
国
の
方
が
英
国
よ
り
も
相
当

高
い
と
い
う
事
実
が
あ
る
。 

 
こ
の
点
に
つ
い
て
は
Ｃ
Ｂ
Ｉ
の
学

習
・
ス
キ
ル
担
当
幹
部
も
指
摘
し
て

い
る
。
そ
の
発
言
に
よ
れ
ば
一
九
八

〇
年
代
後
半
に
予
算
の
委
譲
、
教
育

基
準
局
（O

fsted
）
の
監
査
及
び
成

績
表
が
導
入
さ
れ
て
以
来
、
Ａ
レ
ベ

ル
を
二
つ
以
上
獲
得
す
る
層
は
倍
増

し
、
Ｇ
Ｃ
Ｓ
Ｅ
の
優
良
グ
レ
ー
ド
を

五
つ
と
る
者
も
か
な
り
増
え
て
い
る
。 

　
こ
れ
ら
は
、
読
み
書
き
、
計
算
能

力
を
持
っ
て
労
働
市
場
に
参
入
す
る

若
者
の
割
合
が
か
な
り
増
え
て
い
る

こ
と
を
示
唆
す
る
。
全
体
的
な
英
国

労
働
力
の
ス
キ
ル
が
貧
弱
な
ま
ま
で

あ
る
と
い
う
事
実
が
あ
る
と
す
れ
ば
、

問
題
は
年
長
労
働
者
の
ス
キ
ル
の
向

上
で
あ
る
。
し
か
し
、
企
業
が
ス
キ

ル
の
不
足
を
認
め
て
訓
練
活
動
に
関

与
し
よ
う
と
し
な
い
限
り
、
そ
の
よ

う
な
ス
キ
ル
の
向
上
は
望
め
な
い
。

実
際
、
Ｌ
Ｓ
Ｃ
の
調
査
に
よ
れ
ば
雇

用
主
の
五
分
の
二
は
労
働
者
に
対
し

て
い
か
な
る
訓
練
も
行
っ
て
い
な
い
。

ス
キ
ル
不
足
を
抱
え
る
企
業
の
多
く

は
、
社
員
に
対
し
て
新
た
な
業
務
を

訓
練
す
る
よ
り
も
外
部
労
働
市
場
か

ら
人
を
採
用
す
る
こ
と
で
そ
れ
を
解

消
し
よ
う
と
し
て
い
る
。 

　
移
民
に
よ
っ
て
海
外
か
ら
ス
キ
ル

を
輸
入
し
、
そ
の
不
足
を
解
消
す
る

と
い
う
案
も
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て

は
Ｌ
Ｓ
Ｃ
幹
部
か
ら
、
英
国
民
の
ス

キ
ル
の
向
上
に
焦
点
を
置
く
べ
き
だ

と
し
て
反
対
が
表
明
さ
れ
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　 

（
国
際
研
究
部
） 

　
政
府
の
雇
用
年
金
相
は
二
月
、「
年

金
保
護
基
金
」
を
導
入
す
る
と
発
表

し
た
。
こ
れ
は
雇
用
主
が
倒
産
し
た

と
き
に
、
最
終
給
与
企
業
年
金
ス
キ

ー
ム
の
加
入
者
で
あ
る
数
百
万
人
を

保
護
す
る
で
あ
ろ
う
補
償
ス
キ
ー
ム

で
あ
る
。 

 

こ
の
基
金
は
、
既
に
退
職
し
た
者

に
対
し
て
は
一
〇
〇
％
、
現
在
働
い

て
い
る
者
に
つ
い
て
は
九
〇
％
の
年

金
受
け
取
り
を
補
償
す
る
も
の
で
あ

る
。
基
金
は
最
終
給
与
年
金
を
提
供

す
る
全
て
の
企
業
へ
の
課
徴
金
か
ら

充
当
さ
れ
る
。
政
府
に
よ
れ
ば
、
こ

れ
は
長
年
積
み
立
て
を
し
た
労
働
者

が
企
業
の
倒
産
の
た
め
に
年
金
を
も

ら
え
な
い
と
い
う
事
態
が
生
じ
な
い

よ
う
に
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
。 

 

政
府
は
ま
た
、
新
規
労
働
者
に
対

し
て
企
業
年
金
ス
キ
ー
ム
に
加
入
す

る
こ
と
を
強
制
で
き
る
と
い
う
案
を

公
表
し
た
。
そ
れ
は
州
年
金
に
の
み

頼
る
労
働
者
の
数
を
減
ら
す
た
め
に

計
画
さ
れ
た
試
行
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に

お
け
る
企
業
年
金
ス
キ
ー
ム
で
、
政

府
の
案
に
よ
れ
ば
労
働
者
は
自
動
的

に
そ
の
ス
キ
ー
ム
に
加
入
す
る
こ
と

に
な
る
。
も
う
ひ
と
つ
の
試
行
ス
キ

ー
ム
は
労
働
者
に
将
来
の
潜
在
的
な

収
入
を
年
金
貯
蓄
の
計
算
に
入
れ
る

こ
と
を
要
請
す
る
も
の
で
あ
り
、
三

つ
目
は
ス
キ
ー
ム
に
参
加
す
る
か
否

か
の
決
定
の
自
由
が
あ
る
と
い
う
も

の
で
あ
る
。
　 

　
新
規
労
働
者
を
強
制
的
に
企
業
年

金
ス
キ
ー
ム
に
参
加
さ
せ
る
と
い
う

プ
ラ
ン
は
、
保
険
産
業
、
労
働
組
合
、

事
業
主
団
体
に
歓
迎
さ
れ
た
。
彼
ら

は
多
く
の
労
働
者
が
引
退
後
の
貯
蓄

が
で
き
ず
に
い
る
と
考
え
て
い
る
。

し
か
し
労
働
組
合
会
議
（
Ｔ
Ｕ
Ｃ
）

は
、
政
府
は
全
面
的
な
強
制
年
金
ス

キ
ー
ム
を
進
め
る
前
に
、
企
業
に
強

制
的
に
保
険
料
を
払
わ
せ
る
こ
と
が

必
要
だ
と
指
摘
し
た
。 

　
一
方
、
企
業
は
「
年
金
保
護
基
金
」

に
批
判
的
で
あ
る
。
原
案
で
は
、
破

産
の
お
そ
れ
が
よ
り
大
き
い
企
業
は

資
金
繰
り
が
よ
い
企
業
よ
り
も
高
い

金
額
を
払
う
こ
と
に
な
っ
て
い
た
。

し
か
し
、
そ
う
し
た
や
り
方
で
課
徴

金
を
規
定
す
る
こ
と
は
難
し
い
こ
と

が
判
明
し
た
。
そ
の
た
め
雇
用
年
金

局
は
、
ス
キ
ー
ム
が
当
面
は
全
企
業

が
同
じ
額
を
支
払
う
一
律
徴
収
を
ベ

ー
ス
と
す
る
こ
と
を
決
め
た
。
こ
れ

に
対
し
て
批
評
家
筋
か
ら
は
、
業
績

の
い
い
企
業
が
結
果
的
に
無
責
任
な

企
業
を
救
済
し
な
く
て
は
な
ら
な
い

の
は
不
公
平
だ
と
い
う
意
見
が
で
て

い
る
。 

　
こ
の
計
画
は
労
働
組
合
か
ら
も
批

判
を
受
け
て
い
る
。
彼
ら
は
新
た
な

ル
ー
ル
を
遡
及
し
て
適
用
す
る
べ
き

だ
と
政
府
に
要
求
し
て
い
る
。
そ
れ

だ
け
で
は
、
こ
の
ル
ー
ル
は
企
業
倒

産
の
た
め
に
年
金
の
一
部
又
は
全
部

を
す
で
に
失
っ
た
何
万
も
の
労
働
者

を
助
け
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
そ

れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
ら
倒
産

企
業
の
労
働
組
合
と
労
働
者
は
政
府

に
ル
ー
ル
の
遡
及
適
用
を
検
討
す
る

よ
う
働
き
か
け
る
こ
と
を
決
意
し
て

い
る
。 

　
批
評
家
は
ま
た
、
今
回
提
案
さ
れ

た
ス
キ
ー
ム
に
よ
っ
て
集
め
ら
れ
る

金
額
で
は
、
年
金
の
不
足
額
を
満
た

す
の
に
十
分
で
は
な
い
の
で
は
な
い

か
と
疑
問
を
呈
し
て
い
る
。
計
算
に

よ
れ
ば
、
政
府
に
よ
る
企
業
へ
の
課

徴
金
で
は
わ
ず
か
三
〇
〇
万
ド
ル
し

か
集
め
ら
れ
な
い
。
一
部
の
専
門
家

は
、
政
府
が
納
税
者
の
負
担
に
よ
っ

て
基
金
の
積
み
増
し
を
始
め
な
く
て

は
な
ら
な
い
こ
と
が
不
可
避
だ
と
考

え
て
い
る
。 

　
　
　
　
　
　 

（
国
際
研
究
部
） 
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◆屋外労働者職種別賃金調査（建設業技能職種）（平成15年）　2月12日（厚生労働省） 

　・建設業に雇用される技能職種（21職種）労働者の１人１日平均きまって支給する現金給与額は、前年比1.3％減の

14,060円。 

　・主要職種では、電気工15,580円、機械運転工14,140円、溶接工14,040円の順に高く、鉄筋工が11,690円と最

も低い。 

◆民営職業紹介事業報告（平成14年度）　2月13日（厚生労働省） 

 ・新規求職申込件数は153万件で、前年度比21.6％の増加、求人数は107万人で同16.6％増。就職件数は26万件

で同6.6％の増加となった。 

◆労働者派遣事業報告（平成14年度）　　2月13日（厚生労働省） 

　・年間の派遣労働者数は対前年度比21.8％増の213万人。一般労働者派遣事業の派遣料金（8時間換算）は同3.0

％減の15,838円、特定労働者派遣事業の派遣料金（8時間換算）は同2.9％減の23,844円。  

◆国民経済計算（10－12月期・１次速報）　　2月18日（内閣府） 

　・実質ＧＤＰ（国内総生産）成長率（季調値）は前期比で１．７％（年率７．０％）と４期連続のプラス成長。 

　・実質ＧＤＰ成長率の寄与度は、内需が１．３％、財貨・サービスの純輸出が０．４％。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

2月11日～3月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

労働経済動向調査（平成1６年２月調査）  　　　　　　　　　　　　　3月3日（厚生労働省） 

～労働者の不足感拡大～ 
　２月現在の常用労働者についての過不足状況（労働者過不足判断D.I.）をみると、不足超過６ポイントと11月時点
に比べ不足超過幅が拡大した。また、パートタイム労働者でも、不足超過13ポイントと11月時点に比べ不足感がや
や強まっている。 
　また、製造業について15年10～12月の実績をみると、生産・売上判断D.I.は21ポイント（7～9月の実績、6ポイン
ト）、所定外労働時間D.Iは21ポイント（同7ポイント）と7～9月の実績に比べプラス幅が拡大したが、常用雇用判断
D.I.は－11ポイント（同－12ポイント）とマイナスのまま横ばいであった。 
 
注：「労働者過不足判断Ｄ．Ｉ．」とは
不足と回答した事業所の割合から過剰と
回答した事業所の割合を引いた値である。
不足の場合はプラス、過剰の場合はマイ
ナスとなる。 
「生産・売上判断Ｄ.Ｉ.」「所定外労働時
間判断Ｄ.Ｉ.」「雇用判断Ｄ.Ｉ.」とは、
それぞれの項目について調査対象となる
四半期においてその前期と比べて増加と
回答した事業所の割合から減少と回答し
た事業所の割合を引いた値である。 
 

情報解析部 

資料：厚生労働省「労働経済動向調査」 
注：平成10年11月以前は金融・保険業、不動産業を含まない。 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1）短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 

10,783 

10,836 

10,886 

10,927 

10,962 

10,941 

10,933 

10,952 

10,947 

10,960 

10,971 

10,968 

10,968 

10,975 

10,979 

10,982 

10,967 

10,983 

 

5,331 

5,356 

5,369 

5,331 

5,335 

5,289 

5,262 

5,296 

5,312 

5,351 

5,373 

5,382 

5,347 

5,328 

5,332 

5,361 

5,385 

5,310 

 

774 

754 

829 

835 

861 

834 

801 

801 

1,012 

789 

792 

811 

803 

795 

810 

1,002 

1,083 

834 

 

317 

320 

340 

359 

350 

366 

353 

361 

363 

359 

356 

352 

341 

342 

343 

341 

325 

330 

 

107.3 

103.8 

109.2 

109.6 

88.9 

94.9 

90.2 

87.5 

87.0 

92.9 

92.3 

96.1 

92.7 

91.0 

87.5 

77.6 

76.5 

- 

 

2,529,993 

2,506,804 

2,597,580 

2,768,427 

2,596,839 

2,569,925 

2,578,948 

2,710,557 

2,925,681 

2,850,509 

2,745,950 

2,671,591 

2,518,749 

2,519,722 

2,513,230 

2,333,073 

2,224,136 

2,323,671 

 

5.6 

-0.9 

3.6 

6.6 

-6.2 

-5.4 

-5.4 

-4.3 

-5.5 

-5.9 

-3.9 

-5.1 

-6.5 

-6.2 

-7.7 

-9.8 

-9.7 

-9.6 

 

5.0 

-3.3 

5.2 

0.3 

-18.8 

-16.4 

-18.1 

-16.4 

-18.5 

-19.3 

-17.2 

-18.3 

-20.0 

-18.4 

-20.8 

-22.3 

-20.9 

- 

 

6,462 
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労働力 
人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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1,534,779 

1,585,243 

1,603,148 

1,754,752 

1,857,801 

1,806,082 

1,734,371 

1,793,241 

 

新規求人数 月間有効求人数 

前年比 前年比 

有効求人 
倍率 

新規求人 
倍率 

常用雇用(前年比） 

季調値 季調値 製造業 
 

一般労働者 
（前年比） 

パートタイム 
労働者 
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2000年 
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02　 

03　 
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01　 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2ヶ月前からの3ヶ月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：就業者数（年）及び雇用者数（四半期）である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 

-1.3 

0.5 

-1.1 

-2.4 

-0.4 

-1.0 

-0.1 

-1.1 

-0.6 

0.6 

2.5 

-1.9 

-1.7 

0.4 

-0.2 

0.0 

-1.5 

-0.8p 

 

-1.0 

0.8 

-0.8 

-0.8 

0.1 

1.2 

-0.3 

0.2 

-0.4 

1.9 

1.1 

-0.4 

-1.4 

0.7 

1.1 

-2.3 

-0.1 

1.3p 

 

-0.7 

0.8 

-0.4 

-0.1 

0.4 

1.6 

0.0 

0.3 

-0.3 

2.1 

1.6 

-0.3 

-1.1 

1.1 

1.6 

-2.3 

0.0 

1.3p 

 

-1.9 

3.6 

-4.4 

0.1 

4.8 

6.8 

6.5 

6.2 

4.0 

5.5 

4.4 

4.3 

3.3 

3.1 

5.1 

4.0 

5.0 

4.2p 

 

1.5 

13.6 

-7.4 

4.0 

10.2 

18.9 

15.8 

14.4 

10.4 

10.3 

8.3 

6.5 

8.3 

7.0 

8.9 

8.1 

7.9 

9.1p 

 

-3.6 

-5.7 

4.7 

-4.6 

-3.9 

-9.7 

-6.0 

-4.6 

-4.6 

-1.8 

-1.8 

0.1 

-0.7 

-5.1 

-4.0 

-3.6 

-5.8 

-5.9p 

 

94.5 

100.0 

95.9 

98.9 

103.5 

107.0 

97.5 

113.7 

96.3 

101.6 

98.8 

102.0 

99.0 

109.6 

107.4 

103.2 

106.3 

112.6p 

 

106.0 

100.0 

104.7 

100.0 

96.0 

87.1 

81.5 

72.4 

83.7 

82.4 

127.0 

126.4 

90.6 

73.4 

74.2 

79.5 

172.2 

81.9p 

 

2.6 

5.8 

-4.1 

3.1 

4.7 

8.2 

6.8 

5.5 

6.0 

0.8 

3.2 

1.3 

1.1 

5.5 

3.6 

5.4 

8.1 

5.2p 

 

0.0 

1.1 

-0.8 

-1.1 

-0.1 

-0.2 

0.0 

0.1 

-0.4 

0.6 

0.2 

0.0 

-0.2 

0.3 

-0.5 

-0.3 

-0.1 

0.6p 

 

-0.6 

1.2 

-0.4 

-1.6 

0.1 

-0.5 

0.5 

-0.7 

-0.2 

0.9 

3.0 

-1.4 

-1.2 

0.8 

0.5 

0.5 

-0.8 

-0.8p 

 

一般労働者 
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資料出所 各　　国 ＯＥＣＤ 
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就業者数 3）（季節調整値） 標準化失業率（季節調整値） 
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労働分配率 
 

今月のキーワード解説 

（情報解析課長　井嶋俊幸） 

　労働分配率とは、生産活動によって生み出された付加価値のうち、労働者がどれだけ受け取ったのかを示す指標
です。労働分配率の定義は国民経済計算を用いて 
　　　雇用者報酬／国民所得 
の比率とするものが計算が簡単なことからよく使われます。 
　国民所得は、家計への分配である「雇用者報酬」と企業への分配である「営業余剰・混合所得」に分けられます
（注１）。 
　しかしながら、ここで問題となるのは、一般の法人企業では雇用者報酬は労働者が受けとるものであり、営業余
剰は企業が受け取るものなので、両者は明確に区別できますが、自営業などの個人企業では雇用者報酬と営業余剰・
混合所得との区別が必ずしも明確ではないことがあげられます。 
　このような点を考慮して、個人企業に関して調整を加える方式が考えられています。例えば、国民所得のうち個
人企業に関わる所得を除いた部分に対する雇用者報酬の割合を求める方式です。雇用者報酬に法人企業所得を加え
たものを分母として、 
　　　雇用者報酬／（雇用者報酬＋法人企業所得） 
により計算する方法や、逆に国民所得から個人企業所得を差し引いたものを分母として、 
　　　雇用者報酬／（国民所得－個人企業所得） 
により計算する方法などです。 
　また、雇用者報酬の総額を用いるのではなく、次のように１人当たりに換算して計算する方法もあります。 
　　　雇用者１人当たり雇用者報酬／就業者１人当たり国民所得（またはGDP） 
　これは、自営業の一人当たりの所得が雇用者１人当たりの所得と等しいと仮定することになり、その妥当性が問
題となります。 
　以上は国民経済計算を利用して労働分配率を求める方法ですが、アプローチを変えて、財務省「法人企業統計」
を利用して求める方法もあります。分母の付加価値に相当するものとして何をとるかということが問題になります
が、例えば 
　　　人件費／（人件費＋経常利益＋支払利息・割引料＋減価償却） 
といった計算式が考えられます。 
　このように、労働分配率には、どのような点に着目するのかにより様々な計算方法が考えられ、いずれをとるべ
きかは必ずしも決め手があるわけではありません。しかしながら、分析をする上ではそれぞれの方法によって水準
や傾向が異なってくることを理解しておくことが必要です。 
　労働分配率と一口にいっても、このように扱いが異なっていることが多いので、利用にあたってのチェックポイ
ントを整理しておきましょう。 
（１）分母に農家や個人商店など人を雇わない自営業の所得を含むかどうか（GDPや国民所得に含まれる）。 
（２）分母に雇用者世帯が受け取る利子収入や配当収入を含むかどうか（GDPや国民所得に含まれる）。 
（３）分母に減価償却を含むかどうか（GDPに含まれ、国民所得には含まれない）。 
（４）分母に間接税を含むかどうか（GDPに含まれ、要素費用表示の国民所得（注２）には含まれない）。 
（５）分子に役員の給与を含むかどうか（雇用者報酬に含まれる）。 
　また、一般に、労働分配率は、好況時に低下し、不況時に上昇する傾向があります。これは、景気の変動によっ
て生産活動は大きく変動しますが、賃金はそれに比べて緩やか変動にとどまるためです。したがって、どのような
算定方法をとったとしても、労働分配率の短期の動きだけをみていると全体の基調判断を誤ることがありますので
見方にも留意する必要があります。 

（注１）実際の国民経済計算におい
ては、「国民所得」＝「雇用者報酬」
＋「営業余剰・混合所得」＋「海外
からの財産所得（純）」となっている。
労働分配率の算定に用いる「雇用者
報酬」は国民概念であり、これから
「海外からの雇用者報酬（純）」を
除いた国内概念である統合勘定の「雇
用者報酬」とは異なっている。 
（注２）「国民所得」には要素費用
表示と市場価格表示があり、通常、
「国民所得」としては要素費用表示
が用いられる。市場価格表示は要素
費用表示の「国民所得」に消費税な
どの「生産・輸入品に課せられる税」
が加えられ「補助金」が差し引かれ
た文字どおり市場における取引価格
を表したものである。 

資料：内閣府経済総合研究所「国民経済計算」、財務省「法人企業統計」 
注：国民経済計算による労働分配率は、 
　　　労働分配率＝雇用者報酬／国民所得 
　　ただし、雇用者報酬は国民概念、国民所得は要素費用表示である。 
　　法人企業統計による労働分配率は次によった。 
　　　労働分配率(IMF-JC※)＝（従業員給与＋福利厚生費）／（内部留保＋減価償却 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋役員給与・賞与＋従業員給与＋福利厚生費） 
　　　労働分配率(JILPT)＝人件費／（人件費＋経常利益＋支払利息・割引料＋減価償却） 
    ※IMF-JCの計算式を基に労働政策研究・研修機構(JILPT)で試算。 

雇用者報酬／国民所得 

法人企業統計による労働分配率(JILPT)

法人企業統計による労働分配率(IMF-JC)

参考表　各種労働分配率の定義による推移 
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ク
の
　 

実
態
か
ら
何
を
学
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Business Labor Trend  2004.4

　
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
は
三
月
五
日
、

国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
欧
米
の
在
宅
ワ
ー
ク
の

実
態
か
ら
何
を
学
ぶ
か
」
を
開
催
し
た
。
出
席

者
は
、
ア
メ
リ
カ
か
ら
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
市
立
大

学
大
学
院
教
授
の
リ
ン
ダ
・
エ
ド
ワ
ー
ド
氏
、

ド
イ
ツ
か
ら
労
働
市
場
職
業
研
究
所
（
Ｉ
Ａ
Ｂ
）

首
席
研
究
員
の
ヴ
ェ
ル
ナ
ー
・
ド
ス
タ
ル
氏
、

イ
ギ
リ
ス
か
ら
英
国
ワ
ー
ウ
ィ
ッ
ク
大
学
教
授

の
ア
ニ
ー
・
フ
ィ
ザ
ク
レ
ア
氏
で
、
諏
訪
康
雄
・

法
政
大
学
社
会
学
部
教
授
が
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ

ー
を
務
め
た
。 

 

●
米
／
〇
二
年
で
四
一
〇
万
人
、プ
ラ
ス
面
も 

　
ア
メ
リ
カ
の
在
宅
ワ
ー
カ
ー
は
一
九
八
〇
年

を
底
に
一
〇
年
毎
に
一
〇
〇
万
人
ず
つ
増
加
し

て
い
る
。
二
〇
〇
〇
年
の
国
勢
調
査
で
四
一
〇

万
人
。
定
義
は
①
主
に
自
宅
で
仕
事
を
す
る
人

②
仕
事
の
一
部
を
自
宅
で
行
う
人
③
遠
隔
で
仕

事
を
す
る
在
宅
勤
務
者
④
単
一
の
顧
客
を
持
つ

独
立
請
負
業
者
―
―
の
四
種
類
あ
る
が
、
自
営

業
が
四
七
・
八
％
を
占
め
る
「
主
に
自
宅
で
仕

事
を
す
る
人
」
に
焦
点
を
あ
て
て
議
論
し
た
い
。 

 

法
に
よ
る
規
制
は
被
雇
用
者
か
自
営
業
者
か

に
よ
っ
て
異
な
る
。
公
正
労
働
基
準
法
（
Ｆ
Ｌ

Ｓ
Ａ
）
の
規
定
に
は
最
低
賃
金
の
時
間
あ
た
り

五
・
一
五
ド
ル
や
、
週
四
〇
時
間
以
降
の
一
五

〇
％
割
増
し
な
ど
の
規
定
が
あ
る
が
、
自
営
業

は
対
象
外
だ
。
従
業
員
か
自
営
の
独
立
請
負
業

者
か
は
、
内
国
歳
入
庁
（
Ｉ
Ｒ
Ｓ
）
の
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
に
従
っ
て
決
定
さ
れ
る
。
実
際
は
雇
用

主
の
圧
力
に
よ
り
自
営
を
選
択
す
る
人
も
み
ら

れ
る
。 
 

八
九
年
、
「
在
宅
労
働
者
の
雇
用
に
関
す
る

連
邦
条
例
」
が
公
布
さ
れ
「
工
業
的
在
宅
ワ
ー

ク
」
が
解
禁
さ
れ
た
。
在
宅
ワ
ー
ク
は
低
報
酬

な
た
め
労
働
者
か
ら
剰
余
労
働
を
搾
取
す
る
就

労
形
態
だ
と
い
う
議
論
が
あ
る
。
し
か
し
、
在

宅
ワ
ー
ク
選
択
の
理
由
と
し
て
通
勤
時
間
や
交

通
費
な
ど
固
定
費
用
の
削
減
と
並
ん
で
仕
事
と

家
事
の
両
立
が
あ
げ
ら
れ
る
よ
う
に
、
在
宅
ワ

ー
ク
に
よ
っ
て
子
ど
も
や
高
齢
者
の
世
話
を
し

て
い
る
女
性
、
地
方
居
住
者
、
障
害
者
が
労
働

力
と
な
り
得
る
な
ど
プ
ラ
ス
面
は
多
い
。
専
門

的
で
高
度
な
成
果
を
あ
げ
る
者
も
出
て
き
て
い

る
。
女
性
に
適
し
た
就
業
形
態
で
あ
る
こ
と
が

在
宅
ワ
ー
ク
を
特
徴
づ
け
て
い
る
と
い
え
る
。 

 

　 ●
独
／
資
格
保
有
者
中
心
で
普
及
せ
ず 

 

在
宅
ワ
ー
ク
は
ア
メ
リ
カ
、
イ
ギ
リ
ス
か
ら

輸
入
し
た
概
念
だ
。
ド
イ
ツ
で
は
仕
事
と
生
活

を
ひ
と
つ
に
す
る
新
し
い
働
き
方
と
し
て
、
子

ど
も
を
持
つ
女
性
や
障
害
者
、
受
刑
者
な
ど
外

出
が
困
難
な
人
の
雇
用
促
進
な
ど
の
観
点
か
ら

議
論
さ
れ
た
が
、
広
く
普
及
す
る
に
は
い
た
っ

て
い
な
い
。
二
〇
〇
〇
年
の
調
査
で
は
、
主
に

自
宅
で
仕
事
を
す
る
人
は
労
働
人
口
の
四
・
五

％
で
、
一
六
三
万
人
。
付
随
的
に
自
宅
で
仕
事

を
す
る
人
で
も
同
七
・
七
％
、
二
八
五
万
人
程

度
だ
。 

 

在
宅
ワ
ー
ク
の
普
及
に
は
最
初
か
ら
障
害
が

あ
っ
た
。
失
業
保
険
な
ど
労
使
双
方
に
重
い
負

担
を
強
い
る
社
会
保
障
制
度
か
ら
逃
れ
よ
う
と

被
雇
用
者
か
ら
自
営
業
へ
の
移
行
が
始
ま
っ
た

た
め
、
一
九
九
八
年
、「
見
せ
か
け
の
独
立
者
」
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を
禁
止
す
る
法
律
が
制
定
さ
れ
た
。
顧
客
が
一

社
し
か
な
い
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
半
年
以
上
に

わ
た
っ
て
継
続
す
る
な
ど
の
項
目
が
顕
著
な
場

合
、
雇
用
関
係
に
変
更
さ
せ
る
も
の
だ
。
こ
れ

に
よ
り
在
宅
ワ
ー
ク
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
は
低

下
し
た
。 

 
雇
用
主
は
従
業
員
が
在
宅
を
希
望
す
れ
ば
調

整
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
在
宅
ワ
ー
ク
の
普

及
が
、
特
殊
な
資
格
保
有
者
が
不
足
す
る
市
場

に
限
ら
れ
て
い
る
原
因
だ
。
被
雇
用
在
宅
ワ
ー

ク
の
場
合
、
企
業
組
織
法
に
よ
り
オ
フ
ィ
ス
と

自
宅
で
数
日
ず
つ
働
く
形
態
が
多
い
。
ス
ペ
ー

ス
節
約
の
目
的
も
あ
り
、
デ
ス
ク
・
シ
ェ
ア
リ

ン
グ
が
よ
く
み
ら
れ
る
。 

 

在
宅
ワ
ー
ク
は
、
①
育
児
期
間
の
措
置
②
生

産
性
向
上
に
よ
る
経
費
削
減
③
優
秀
な
専
門
家

の
獲
得
―
―
な
ど
雇
用
主
側
に
メ
リ
ッ
ト
は
あ

る
。
一
方
、
組
合
は
、
交
渉
や
労
使
協
議
会
の

影
響
力
低
下
、
集
団
的
思
考
の
低
下
な
ど
に
懸

念
し
、
反
対
し
て
い
る
。
ま
た
、
と
く
に
高
い

ス
キ
ル
を
持
つ
在
宅
ワ
ー
カ
ー
が
長
時
間
労
働

に
陥
る
傾
向
も
懸
念
さ
れ
て
い
る
。 

  

●
英
／
契
約
内
容
で
保
護
に
差 

 

労
働
力
調
査
に
よ
る
と
、
イ
ギ
リ
ス
で
「
主

に
」
自
宅
で
仕
事
を
し
て
い
る
人
は
一
九
八
一

年
の
約
三
五
万
か
ら
九
八
年
の
約
六
九
万
人
に

増
加
し
た
。
数
は
倍
増
し
て
い
る
が
経
済
活
動

人
口
の
二
・
五
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
こ
の

内
訳
は
六
九
・
三
％
が
女
性
で
、
新
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
依
存
度
が
低
く
製
造
・
加
工
作
業
に
従
事

す
る
家
内
労
働
者
が
多
い
。 

 

在
宅
ワ
ー
ク
の
賃
金
に
は
性
差
が
あ
る
。
事

務
系
の
仕
事
に
従
事
す
る
女
性
の
場
合
、
在
宅

ワ
ー
カ
ー
は
被
雇
用
者
の
場
合
よ
り
収
入
が
一

六
％
高
い
が
、
一
般
的
な
女
性
在
宅
ワ
ー
カ
ー

の
収
入
は
工
場
労
働
者
よ
り
か
な
り
少
な
い
。

一
方
、
男
性
は
頭
脳
労
働
の
場
合
を
み
る
と
、

職
場
が
自
宅
か
オ
フ
ィ
ス
か
で
収
入
に
ほ
と
ん

ど
差
が
な
い
。 

 

雇
用
関
係
法
で
は
、
仕
事
に
契
約
が
あ
る
か

な
い
か
で
保
護
レ
ベ
ル
が
変
わ
る
。
自
営
業
者

の
場
合
、
以
前
の
雇
用
主
か
ら
仕
事
を
受
け
て

い
る
こ
と
が
多
い
が
、
被
用
者
の
ま
ま
在
宅
で

仕
事
を
し
て
い
る
者
も
い
る
な
ど
契
約
の
形
態

は
多
様
だ
。
最
近
は
被
用
者
、
自
営
業
以
外
に

他
人
の
た
め
に
契
約
す
る
者
、
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
者
を
「
労
働
者
（w

orker
）
」
と
い

う
概
念
で
保
護
し
、
四
年
前
に
導
入
さ
れ
た
最

低
賃
金
な
ど
も
適
用
し
て
い
る
。 

  

　
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン 

　
諏
訪
康
雄
・
法
政
大
学
社
会
学
部
教
授
は
、

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
で
在
宅
ワ
ー
カ
ー

に
関
す
る
各
国
の
共
通
認
識
を
ま
と
め
た
。
①

古
い
タ
イ
プ
の
家
内
労
働
は
減
少
し
、
新
し
い

タ
イ
プ
の
在
宅
ワ
ー
ク
が
増
加
②
情
報
機
器
を

使
用
③
雇
用
よ
り
自
営
や
請
負
が
多
い
④
女
性

の
比
率
が
高
い
、
と
り
わ
け
完
全
在
宅
ほ
ど
高

い
⑤
女
性
の
場
合
、
高
度
で
な
い
仕
事
が
多
く
、

報
酬
や
安
定
性
、
家
庭
生
活
と
の
両
立
に
問
題

が
あ
る
⑥
障
害
者
に
有
効
な
働
き
方
で
あ
る
―

―
な
ど
だ
。 

　
テ
レ
ワ
ー
ク
の
正
確
な
定
義
は
難
し
く
、
定

義
に
よ
っ
て
数
が
巨
大
に
も
ほ
ん
の
わ
ず
か
に

も
な
り
得
る
。
数
が
巨
大
で
あ
れ
ば
政
策
的
な

イ
ン
パ
ク
ト
は
大
き
い
が
内
容
は
薄
く
な
る
し
、

数
が
少
な
け
れ
ば
イ
ン
パ
ク
ト
は
小
さ
く
、
政

策
内
容
が
は
っ
き
り
す
る
代
わ
り
に
、
ほ
ん
の

一
部
の
人
た
ち
の
た
め
に
ど
う
し
て
こ
こ
ま
で

や
る
の
か
と
言
わ
れ
る
。
教
育
、
託
児
所
の
問

題
も
あ
る
。
子
ど
も
が
横
に
い
る
と
仕
事
の
質

を
下
げ
た
り
、
在
宅
ワ
ー
ク
を
希
望
す
る
人
の

志
向
を
く
じ
く
な
ど
政
策
だ
け
で
は
解
決
が
つ

か
な
い
問
題
だ
。
ど
こ
ま
で
が
仕
事
な
の
か
区

切
り
も
難
し
い
。 

　
各
国
と
も
在
宅
ワ
ー
ク
に
関
す
る
コ
ン
セ
ン

サ
ス
は
な
い
。
定
義
に
は
様
々
な
軸
が
考
え
ら

れ
る
。
ま
ず
場
所
と
時
間
。
し
か
し
、
家
内
労

働
は
時
間
も
場
所
も
固
定
的
だ
っ
た
。 

 

い
ま
の
日
本
で
は
、
段
階
的
に
導
入
し
な
い

と
在
宅
ワ
ー
ク
の
実
現
は
難
し
い
。
ま
ず
時
間

を
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
に
し
て
次
に
場
所
に
行
く
か
、

そ
の
逆
も
あ
る
。
雇
用
か
請
負
か
、
自
宅
で
働

く
の
が
「
い
つ
で
も
」
か
「
時
々
」
か
、
と
い

っ
た
ま
た
別
の
軸
も
あ
る
。
軸
が
あ
り
す
ぎ
て

結
局
、
ま
と
ま
り
が
つ
か
な
い
と
い
う
の
が
日

本
の
現
状
だ
。 
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労
使
関
係
と
変
化 

　
　
第
10
回
日
本
・
Ｅ
Ｕ
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

労
使
関
係
と
変
化 

　
　
第
10
回
日
本
・
Ｅ
Ｕ
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム 

　
厚
生
労
働
省
と
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
、

欧
州
委
員
会
は
二
月
六
日
、
都
内
で
「
労
使
関

係
と
変
化
」
を
テ
ー
マ
に
第
一
〇
回
日
本
・
Ｅ

Ｕ
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催
し
た
。
こ
の
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
は
、
雇
用
・
労
働
分
野
に
お
け
る
日
本
、

Ｅ
Ｕ
の
相
互
理
解
を
深
め
る
目
的
で
、
一
九
九

一
年
か
ら
開
催
さ
れ
て
い
る
も
の
。
日
本
と
Ｅ

Ｕ
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
や
Ｉ
Ｔ
化
、
高
齢
化
、

女
性
の
職
場
進
出
、
働
き
方
や
意
識
の
多
様
化

な
ど
に
よ
る
経
済
や
社
会
の
構
造
変
化
に
直
面

し
て
お
り
、
政
労
使
が
い
か
に
理
解
し
あ
い
、

対
話
を
進
め
て
い
く
か
が
課
題
に
な
っ
て
い
る
。

企
業
が
新
し
い
雇
用
形
態
を
活
用
す
る
こ
と
で
、

市
場
の
変
化
に
対
応
す
る
動
き
を
模
索
し
て
い

る
な
か
、
雇
用
の
安
定
と
柔
軟
性
の
バ
ラ
ン
ス

を
ど
の
よ
う
に
と
っ
て
い
く
べ
き
な
の
か
。
変

化
に
対
応
し
た
政
労
使
の
関
係
の
あ
り
方
に
つ

い
て
、
日
欧
の
政
労
使
や
学
者
が
意
見
を
交
わ

し
た
。 

（
本
稿
は
日
本
側
参
加
者
の
発
言
を
中
心
に
編

集
部
が
ま
と
め
た
も
の
で
す
。
Ｅ
Ｕ
側
の
論
点

は
春
闘
特
集
面
に
掲
載
し
て
い
ま
す
） 
   

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
冒
頭
、
戸
苅
利
和
厚
生
労

働
審
議
官
は
あ
い
さ
つ
で
「
同
質
の
構
造
変
化

に
直
面
し
、
と
も
に
相
互
理
解
と
話
し
合
い
の

姿
勢
を
労
使
関
係
の
基
本
と
す
る
日
欧
双
方
が
、

雇
用
の
維
持
・
確
保
、
人
材
育
成
、
労
働
条
件

決
定
シ
ス
テ
ム
な
ど
に
関
す
る
労
使
の
取
り
組

み
に
つ
い
て
議
論
を
深
め
る
こ
と
は
有
益
だ
」

な
ど
と
話
し
た
。
今
回
、
日
本
か
ら
は
キ
ー
ノ

ー
ト
ス
ピ
ー
カ
ー
と
し
て
、
藤
村
博
之
・
法
政

大
学
経
営
学
部
教
授
（
当
機
構
特
別
研
究
員
）

が
出
席
。
パ
ネ
リ
ス
ト
は
、
草
野
隆
彦
・
厚
生

労
働
省
参
事
官
、
須
賀
恭
孝
・
連
合
総
合
労
働

局
長
、
松
井
博
志
・
日
本
経
団
連
国
民
生
活
本

部
副
本
部
長
、
山
崎
啓
二
郎
・（
株
）キ
ヤ
ノ
ン

理
事
・
人
事
本
部
副
本
部
長
の
四
氏
が
参
加
し

た
。 

 

　 セ
ッ
シ
ョ
ン
１
　
国
レ
ベ
ル
、
産
業
別
、
地
域

レ
ベ
ル
の
労
使
関
係
、
政
労
使
三
者
構
成
の
取

り
組
み 

   

第
一
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
ま
ず
藤
村
教
授
が

、

日
本
の
フ
レ
キ
シ
ビ
リ
テ
ィ
ー
の
特
徴
と
変
化
、

そ
れ
に
対
応
す
る
た
め
の
エ
ン
プ
ロ
イ
ア
ビ
リ

テ
ィ
に
つ
い
て
基
調
講
演
し
た
。
最
近
の
日
本

の
労
働
市
場
の
変
化
の
特
徴
と
し
て
、
①
失
業

率
が
こ
の
一
〇
年
の
間
に
二
・
五
倍
に
上
昇
し 

た
②
雇
用
労
働
者
に
占
め
る
非
典
型
労
働
者
の

比
率
が
三
割
を
超
え
た
③
高
齢
化
が
比
類
な
き

ス
ピ
ー
ド
で
進
展
し
て
い
る
④
労
組
組
織
率
が

二
〇
％
を
切
る
水
準
に
下
が
っ
た
―
―
こ
と
を

あ
げ
、「
雇
用
の
安
定
性
が
低
下
し
て
い
る
が
、

労
組
は
十
分
に
対
応
で
き
て
い
る
と
は
言
え
な

い
。（
企
業
経
営
が
）柔
軟
化
を
強
化
す
る
な
か

で
、
不
安
定
雇
用
が
増
え
て
い
る
」
な
ど
と
語

っ
た
。 

 

さ
ら
に
、
こ
う
し
た
柔
軟
性
に
労
働
者
が
対

応
し
て
い
く
に
は
若
年
者
、
中
高
年
、
高
齢
者

そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
エ
ン
プ
ロ
イ
ア
ビ
リ
テ
ィ
を

身
に
付
け
る
こ
と
が
要
求
さ
れ
る
た
め
、
政
労

使
が
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
と
指
摘
。
そ

の
う
え
で
、「
柔
軟
性
を
ど
こ
ま
で
許
す
の
か
。

競
争
が
激
し
く
な
る
と
二
極
化
が
進
む
が
、
そ

れ
を
容
認
す
る
の
か
。
基
本
と
な
る
社
会
の
あ

り
方
を
抜
き
に
労
使
関
係
の
変
化
の
議
論
は
で

き
な
い
」
と
問
題
提
起
し
た
。 

 

政
労
使
の
代
表
に
よ
る
論
議
で
は
、
環
境
の

変
化
に
起
因
す
る
雇
用
形
態
の
多
様
化
と
、
そ

れ
に
伴
う
労
働
条
件
の
格
差
に
つ
い
て
労
使
の

見
解
が
分
か
れ
た
。
日
本
経
団
連
の
松
井
氏
は

「
若
い
人
を
雇
う
こ
と
が
で
き
れ
ば
大
変
望
ま

し
い
が
、
正
規
従
業
員
に
強
い
雇
用
保
障
が
残 

っ
て
お
り
、
そ
う
い
う
中
で
年
金
の
支
給
開
始

年
齢
の
引
き
上
げ
に
応
じ
た
雇
用
延
長
も
法
で

求
め
ら
れ
て
い
る
。（
柔
軟
化
の
強
化
は
）あ
る

程
度
や
む
を
得
な
い
選
択
だ
」
と
説
明
。
そ
の

う
え
で
、「
正
規
、
非
正
規
の
差
は
あ
っ
て
も
、

正
規
の
中
の
差
は
非
常
に
少
な
い
。
労
働
条
件

の
個
別
化
や
成
果
主
義
賃
金
が
進
む
中
に
あ
っ

て
も
、
ま
だ
差
は
少
な
い
部
分
も
あ
る
」
と
述

べ
、
労
使
関
係
の
安
定
し
て
い
る
企
業
を
中
心
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に
、
極
端
な
格
差
は
つ
か
な
い
と
の
見
通
し
を

示
し
た
。
こ
れ
に
対
し
、
連
合
の
須
賀
氏
は
、

「
非
正
規
型
の
雇
用
者
が
増
え
て
い
る
。
日
本

の
パ
ー
ト
労
働
者
は
、
い
ろ
い
ろ
な
部
分
で
均

等
待
遇
が
実
現
で
き
て
お
ら
ず
、
権
利
も
制
限

さ
れ
て
い
る
。
結
果
的
に
正
規
型
労
働
者
と
の

格
差
が
広
が
り
、
二
極
化
が
進
ん
で
い
る
」
と

反
論
し
た
。 

 

ま
た
、
厚
生
労
働
省
の
草
野
参
事
官
は
、
雇

用
の
安
定
性
を
保
つ
考
え
方
の
一
つ
と
し
て
「
キ

ャ
リ
ア
権
」
を
提
起
し
た
。
キ
ャ
リ
ア
権
と
は
、

労
働
者
が
職
業
生
活
を
送
る
う
え
で
、
キ
ャ
リ

ア
を
尊
重
し
た
教
育
訓
練
や
配
転
が
な
さ
れ
、

個
人
の
財
産
と
し
て
職
業
能
力
の
蓄
積
が
進
む

よ
う
な
権
利
の
こ
と
で
あ
り
、
そ
れ
を
通
じ
て

エ
ン
プ
ロ
イ
ア
ビ
リ
テ
ィ
を
高
め
、
雇
用
の
安

定
性
を
図
っ
て
い
く
と
い
う
も
の
だ
。 

  

セ
ッ
シ
ョ
ン
２
　
企
業
・
職
場
レ
ベ
ル
の
労
使

関
係
の
取
り
組
み 

   

藤
村
教
授
は
、
第
二
セ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
「
非

正
規
従
業
員
の
増
加
と
日
本
企
業
に
お
け
る
労

使
関
係
の
影
響
」
と
題
し
て
基
調
講
演
し
た
。

日
本
の
企
業
別
組
合
を
中
心
と
し
た
労
使
関
係

は
、
労
働
力
の
非
正
規
化
が
進
む
こ
と
に
よ
り
、

①
組
合
が
労
働
者
の
代
表
た
り
得
な
く
な
っ
て

い
る
②
経
営
に
対
す
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
失
い

つ
つ
あ
る
―
―
な
ど
の
問
題
を
抱
え
つ
つ
あ
る

と
報
告
。
「
労
働
組
合
の
弱
体
化
は
、
労
働
側

だ
け
で
な
く
経
営
側
に
と
っ
て
も
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
の
面
で
マ
イ
ナ
ス
に
な
っ
て
い
る
」

と
述
べ
た
。 

 

続
く
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
で
は
、
キ

ヤ
ノ
ン
の
労
使
関
係
が
詳
し
く
紹
介
さ
れ
た
。 

山
崎
氏
に
よ
る
と
、
同
社
の
労
使
関
係
の
基
本

認
識
は「
ゴ
ー
ル
は
同
じ
」。社
員
に
信
頼
さ
れ

る
経
営
を
労
使
一
体
で
目
指
し
て
い
る
と
い
う
。

具
体
的
に
は
毎
月
、
定
例
労
使
協
議
会
を
開
い

て
、
社
長
自
ら
経
営
状
況
や
経
営
方
針
な
ど
を

組
合
に
説
明
。
現
在
、
経
営
刷
新
で
給
与
体
系

や
年
金
制
度
、
福
利
厚
生
な
ど
を
改
革
し
て
い

る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
に
労
使
の
専
門
委
員
会
を
設

置
し
、
議
論
を
尽
く
し
て
実
施
す
る
こ
と
に
な

っ
て
い
る
。 

 

ま
た
、
人
事
制
度
に
つ
い
て
山
崎
氏
は
、
「
年

功
主
義
で
な
い
実
力
主
義
で
、
敗
者
復
活
が
あ

る
終
身
雇
用
制
度
。
評
価
に
王
道
は
な
い
と
の

認
識
の
下
、
評
価
者
教
育
と
被
評
価
者
教
育
を

徹
底
す
る
こ
と
で
、
キ
ー
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
成

果
に
対
す
る
社
員
の
納
得
性
を
高
め
て
い
る
」

と
説
明
し
た
。 

 

Ｅ
Ｕ
側
の
参
加
者
か
ら
は
、
こ
の
よ
う
な
労

働
組
合
の
経
営
参
加
に
関
し
て
、「
組
合
は
共
同

経
営
を
し
た
い
の
か
？
」
と
の
質
問
が
あ
っ
た
。

こ
れ
に
つ
い
て
日
本
側
の
パ
ネ
リ
ス
ト
は
、
「
経

営
に
対
し
、
労
組
の
立
場
で
チ
ェ
ッ
ク
、
助
言

を
す
る
範
囲
」（
須
賀
氏
）、「
労
使
協
議
会
を
重

要
視
し
て
い
る
が
、
経
営
者
が
経
営
権
を
放
棄

す
る
わ
け
で
は
な
く
、
組
合
が
団
体
交
渉
権
や

ス
ト
権
を
放
棄
す
る
わ
け
で
も
な
い
。
互
い
の

利
益
を
追
求
し
た
結
果
だ
」（
山
崎
氏
）
な
ど
と

答
え
た
。 

 

会
議
全
体
の
議
長
を
務
め
た
荒
木
尚
志
・
東

京
大
学
法
学
部
教
授
（
当
機
構
特
別
研
究
員
）

は
「
ど
う
い
う
フ
レ
キ
シ
ビ
リ
テ
ィ
ー
を
選
択

し
、
ど
う
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
を
維
持
す
る
か
は
、

市
場
に
委
ね
る
の
で
は
な
く
選
択
の
問
題
。
日

本
が
学
ぶ
べ
き
は
、
我
々
の
英
知
・
理
性
を
信

じ
て
市
場
に
働
き
か
け
る
こ
と
だ
」
と
総
括
。

最
後
は
、
小
野
旭
・
当
機
構
理
事
長
が
、「
日
欧

と
も
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
な
か
で
企
業
経
営
が
非

常
に
短
期
化
し
て
お
り
、
多
く
の
人
が
雇
用
不

安
を
持
っ
て
い
る
。
だ
が
、
こ
う
し
た
状
況
に

対
処
す
る
社
会
的
条
件
は
大
き
く
違
う
。
Ｅ
Ｕ

は
、
労
組
の
組
織
率
が
下
が
っ
て
も
労
使
合
意

を
他
に
波
及
さ
せ
る
機
構
が
存
在
す
る
が
、
日

本
に
は
そ
れ
が
な
く
、
メ
カ
ニ
ズ
ム
は
あ
る
が

市
場
機
構
に
委
ね
ら
れ
て
い
る
。
組
織
率
低
下

の
負
の
影
響
は
日
本
の
方
が
深
刻
だ
」
と
締
め

く
く
っ
た
。 
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鉱
工
業
生
産
指
数
が
、
一
時
は
バ
ブ
ル

期
を
凌
ぐ
過
去
最
高
水
準
を
記
録
す
る
な

ど
、
国
内
で
も
と
り
わ
け
回
復
の
力
強
さ

が
際
立
つ
中
部
経
済
。
そ
の
中
心
地
、
愛

知
県
・
名
古
屋
市
に
あ
る
愛
知
県
経
営
者

協
会
（
中
区
）
は
、
ト
ヨ
タ
自
動
車
に
代

表
さ
れ
る
製
造
業
な
ど
、
県
下
約
一
〇
〇

〇
社
を
会
員
企
業
に
持
つ
。
日
本
経
団
連

の
地
方
組
織
と
し
て
経
営
者
の
声
を
代
弁

し
、
県
な
ど
へ
要
望
活
動
を
行
う
ほ
か
、

会
員
企
業
の
人
材
育
成
を
支
援
す
る
た
め

の
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る
こ
と
な
ど
が
日

頃
の
主
な
活
動
だ
。
ま
た
、
相
談
業
務
も

重
要
な
活
動
の
一
つ
と
な
っ
て
い
る
。 

 

「
会
員
サ
ー
ビ
ス
グ
ル
ー
プ
」
で
は
、

清
水
部
長
を
は
じ
め
専
門
の
ス
タ
ッ
フ
が
、

企
業
か
ら
の
人
事
労
務
に
関
す
る
さ
ま
ざ

ま
な
相
談
に
無
料
で
応
じ
て
い
る
。
寄
せ

ら
れ
る
相
談
数
は
、
多
い
と
き
で
月
に
約

五
〇
件
に
も
達
す
る
。
会
員
企
業
の
九
割

を
一
〇
〇
〇
人
以
下
の
中
堅
・
中
小
企
業

が
占
め
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
労
働
基
準

法
な
ど
の
法
改
正
時
に
は
特
に
、
正
確
な

情
報
を
求
め
問
い
合
わ
せ
が
殺
到
す
る
。

今
年
度
は
四
年
ぶ
り
に
四
〇
〇
件
を
突
破

す
る
見
通
し
だ
。 

　
相
談
内
容
の
推
移
を
見
れ
ば
お
の
ず
と
、

経
営
者
が
そ
の
時
々
に
抱
え
る
課
題
が
透

け
て
く
る
。
相
談
件
数
で
は
、
「
労
働
運

動
、
組
織
化
、
紛
争
・
争
議
」
に
関
す
る

も
の
が
例
年
多
い
ほ
か
、
最
近
は
労
働
時

間
に
関
す
る
行
政
指
導
が
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ

プ
さ
れ
て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
「
労
働
時

間
管
理
」
に
関
す
る
こ
と
も
多
い
。
紛
争

に
関
す
る
も
の
で
も
、
「
パ
ー
ト
の
雇
い

止
め
な
ど
、
従
業
員
個
人
に
関
わ
る
個
別

的
な
紛
争
が
増
え
た
」（
清
水
部
長
）
と

い
う
。 

 

労
働
組
合
が
ベ
ア
要
求
し
な
く
な
っ
た

た
め
、
賃
金
交
渉
に
関
す
る
相
談
は
め
っ

き
り
減
っ
た
。
代
わ
り
に
関
心
が
高
ま
っ

て
い
る
の
が
成
果
主
義
賃
金
制
度
へ
の
移

行
。
昨
年
開
い
た
人
事
・
賃
金
制
度
改
革

を
内
容
と
す
る
セ
ミ
ナ
ー
に
は
、
一
〇
〇

人
以
上
も
の
参
加
者
が
詰
め
か
け
た
。 

 

会
員
企
業
で
は
ほ
と
ん
ど
な
い
ケ
ー
ス

だ
が
、
手
続
き
を
誤
っ
た
雇
用
契
約
の
打

ち
切
り
な
ど
で
労
使
紛
争
と
な
り
、
駆
け

込
ん
で
く
る
企
業
も
な
か
に
は
あ
る
。
そ

ん
な
と
き
も
当
然
、
最
適
の
ア
ド
バ
イ
ス

を
す
る
と
は
い
え
、
「
や
は
り
紛
争
に
な

る
前
に
相
談
し
て
ほ
し
い
。
ル
ー
ル
を
き

ち
ん
と
説
明
し
、
無
用
な
紛
争
を
防
ぐ
こ

と
こ
そ
わ
れ
わ
れ
の
仕
事
」
と
清
水
部
長

は
強
調
す
る
。 

 

協
会
会
長
の
柴
田
昌
治
・
日
本
ガ
イ
シ

会
長
は
、
協
会
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
な
か
で
、

企
業
活
動
の
も
っ
と
も
大
切
な
資
源
は「
人
」

だ
と
謳
う
。
昨
年
度
は
現
場
で
の
大
規
模

災
害
事
故
が
相
次
い
だ
が
、
清
水
部
長
も

経
営
側
の
一
員
と
し
て
「
人
材
育
成
を
お

ろ
そ
か
に
せ
ず
、
人
を
大
切
に
す
る
と
い

う
当
た
り
前
の
こ
と
を
再
認
識
す
る
こ
と

が
大
切
」
と
自
ら
を
戒
め
る
。 

 

不
況
の
影
響
で
会
員
企
業
数
も
若
干
減

少
し
て
い
る
が
、
四
月
か
ら
の
新
年
度
で

は
、
特
に
協
会
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
実
績
が

少
な
い
企
業
を
中
心
に
、
Ｐ
Ｒ
活
動
に
力

を
入
れ
る
。
「
会
員
に
来
て
も
ら
う
ば
か

り
で
は
な
く
、
こ
ち
ら
か
ら
も
積
極
的
に

表
に
出
て
い
き
た
い
」。 

　
　
　
　
　
　
（
調
査
部
　
荒
川
創
太
） 
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各地の学窓から 各
地
の
学
窓
か
ら
 

時
間
と
空
間
に
 

　
　
　
　
い
き
る
 

藤
原
　
眞
砂
　
 

（
島
根
県
立
大
学
総
合
政
策
学
部
教
授
） 

島　根 

Business Labor Trend  2004.4

　
私
が
奉
職
す
る
島
根
県
立
大
学
は
二
〇
世

紀
末
の
二
〇
〇
〇
年
に
浜
田
市
（
四
万
六
〇

〇
〇
人
）
に
開
校
し
た
総
合
政
策
学
部
の
み

の
単
科
大
学
で
、
付
属
で
北
東
ア
ジ
ア
地
域

研
究
セ
ン
タ
ー
も
設
置
し
て
い
る
。
日
本
海

を
見
下
ろ
す
高
台
に
位
置
し
、
キ
ャ
ン
パ
ス

や
研
究
室
か
ら
は
赤
茶
色
の
石
見
瓦
の
甍
を

連
ね
る
市
街
地
や
港
、
そ
れ
に
白
波
を
浮
か

べ
る
日
本
海
を
一
望
で
き
る
。 

 

大
学
設
立
の
目
的
は
県
西
に
お
け
る
高
等

教
育
・
研
究
拠
点
の
形
成
、
若
者
の
定
住
促

進
で
あ
る
。
本
県
の
場
合
は
、
こ
れ
に
東
西

間
で
の
公
共
投
資
の
格
差
の
是
正
と
い
う
目

的
も
加
わ
る
。
東
の
松
江
市
は
宍
道
湖
に
沿

っ
て
広
が
り
県
庁
所
在
地
都
市
と
し
て
威
容

を
誇
っ
て
い
る
が
、
西
の
拠
点
都
市
で
あ
る

浜
田
市
、
さ
ら
に
西
方
の
益
田
市
の
中
心
市

街
地
は
昭
和
三
〇
年
代
の
風
情
が
い
ま
も
町

全
体
に
色
濃
く
残
っ
て
い
る
。
公
共
下
水
道

の
普
及
率
を
例
に
と
る
と
、
東
の
松
江
市
が

六
九
・
八
％
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
浜
田
市
、

益
田
市
と
も
〇
％
で
あ
る
。
県
立
大
学
の
浜

田
市
へ
の
設
置
は
、
九
〇
年
代
に
な
っ
て
か

ら
の
浜
田
自
動
車
道
や
益
田
市
の
萩
・
石
見

空
港
の
建
設
と
と
も
に
、
県
西
の
住
民
に
と

っ
て
大
き
な
期
待
を
も
っ
て
迎
え
ら
れ
た
。 

 

投
資
効
果
を
若
者
の
定
住
と
い
う
こ
と
に

限
っ
て
述
べ
れ
ば
、
学
生
の
半
分
弱
に
当
た

る
四
〇
〇
人
が
県
内
出
身
者
で
あ
る
か
ら
、

若
者
の
流
出
阻
止
に
は
相
当
の
効
果
（
就
職

に
よ
り
県
外
流
出
し
て
し
ま
う
に
せ
よ
）
が

あ
っ
た
と
見
な
せ
る
。
浜
田
市
に
は
県
外
出

身
、
県
内
他
市
町
村
出
身
の
学
生
七
五
〇
人

前
後
が
新
た
に
居
住
す
る
よ
う
に
な
り
、
学

生
ア
パ
ー
ト
の
新
築
も
相
ま
っ
て
街
に
活
気

を
も
た
ら
し
て
い
る
。
た
だ
学
生
の
多
く
は

転
入
手
続
き
を
し
て
い
な
い
の
で
、
そ
の
動

態
は
移
動
統
計
に
は
明
確
に
は
現
れ
な
い
。

ち
な
み
に
、
教
職
員
の
赴
任
、
家
族
の
同
伴

は
開
学
時
の
二
〇
〇
〇
年
の
統
計
で
は
転
入

増
と
し
て
現
れ
、
市
の
社
会
減
の
緩
和
に
貢

献
し
た
。 

 

さ
て
、
こ
の
よ
う
な
地
方
都
市
に
住
み
、

教
育
・
研
究
活
動
を
続
け
る
中
で
、
私
の
し

ご
と
の
あ
り
方
も
変
化
を
遂
げ
つ
つ
あ
る
。

現
在
は
大
学
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
し
て

地
方
に
居
て
も
東
京
の
中
央
官
庁
の
統
計
や

記
者
発
表
資
料
、
審
議
会
等
の
議
事
録
ま
で

入
手
出
来
る
時
代
で
あ
る
か
ら
、
中
央
と
地

方
の
研
究
情
報
の
格
差
は
劇
的
に
縮
小
し
て

い
る
。
と
く
に
生
活
時
間
研
究
分
野
で
は
、

私
た
ち
の
仲
間
は
海
外
の
生
活
時
間
研
究
者

と
も
メ
ー
ル
で
繋
が
れ
、
学
会
で
直
接
交
流

が
出
来
る
か
ら
、
東
京
卒
業
の
形
で
研
究
活

動
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。
首
都
圏
の
公
演

会
な
ど
に
は
足
が
遠
の
く
が
、
地
方
居
住
に

研
究
上
の
不
便
、
不
利
益
は
感
じ
て
い
な
い
。 

 

し
か
し
、
少
子
高
齢
化
の
最
先
進
地
で
、

中
心
市
街
地
が
衰
退
し
、
中
山
間
地
域
が
過

疎
化
の
度
合
い
を
強
め
る
地
域
に
あ
っ
て
、

そ
れ
と
は
無
縁
に
研
究
室
で
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ

を
回
し
て
自
分
の
研
究
領
域
に
閉
じ
こ
も
り
、

会
議
や
雑
事
に
忙
殺
さ
れ
、
学
内
だ
け
に
留

ま
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
と
の
思
い
が
あ
る
。

こ
の
思
い
か
ら
、
最
近
で
は
地
元
の
役
所
や

商
工
会
議
所
、
近
隣
か
ら
お
誘
い
が
あ
る
時

に
は
話
に
乗
せ
て
も
ら
い
、
勉
強
さ
せ
て
い

た
だ
い
て
い
る
。
社
会
学
者
の
卵
と
し
て
足

で
稼
い
で
地
域
紛
争
研
究
を
重
ね
た
頃
を
思

い
起
し
、
ま
た
、
企
業
ア
ン
ケ
ー
ト
の
調
査

票
の
回
収
の
た
め
に
バ
イ
ク
で
東
京
の
街
を

走
り
回
っ
た
日
本
労
働
協
会
の
頃
を
振
り
返

り
、
地
域
を
教
室
、
実
験
室
と
し
、
産
業
・

雇
用
開
発
等
、
明
る
い
高
齢
化
社
会
の
設
計

の
た
め
に
知
恵
を
絞
り
、
そ
の
成
果
を
地
方

か
ら
発
信
し
、
あ
す
の
日
本
に
貢
献
し
た
い
。 

  

藤
原
眞
砂
（
ふ
じ
わ
ら
・
ま
さ
ご
） 

 

主
な
論
文
に

、「C
hanging 

Tim
es 
of 

W
om
en

―Another Look at opportunity 
C
osts of U

npaid W
ork

」
『
総
合
政
策
論

叢
』
六
号
な
ど
。
八
四
年
か
ら
八
七
年
に
か

け
て
、
日
本
労
働
協
会
（
独
立
行
政
法
人
労

働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
の
前
身
）
の
委
託

研
究
員
も
務
め
る
。
産
業
労
働
社
会
学
（
生

活
時
間
研
究
）
専
攻
。 
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私　の　こ　の　一　冊 

『オペラと歌舞伎』 

P r o f i l e

鷲尾悦也 
（わしお・えつや） 
全労済理事長（前連合会長） 

永竹由幸　著  
丸善ライブラリー　（1993年発行） 

1938年東京都生れ。1963年八幡製鉄（現新日鉄）入社。1970年新日鉄
本社労組書記長から労組専従に入る。以降、新日鉄労連書記長、鉄鋼
労連書記長、委員長。1993年連合事務局長、会長を歴任。2001年から
現職。 

 

私
は
現
役
の
労
働
運
動
の
リ
ー
ダ
ー

時
代
に
一
貫
し
て
„
時
短
教
“
の
教
祖

と
称
し
、
労
働
時
間
短
縮
に
情
熱
を
注

い
で
き
た
つ
も
り
で
あ
る
。 

　
そ
の
こ
と
も
あ
っ
て
、
協
定
労
働
時

間
は
か
な
り
減
少
し
て
き
た
。
し
か
し
、

最
近
で
は
、
不
況
と
い
う
こ
と
も
あ
り
、

残
業
時
間
は
相
変
わ
ら
ず
多
く
、
加
え

て
サ
ー
ビ
ス
残
業
も
い
っ
こ
う
に
減
っ

て
い
な
い
。 

 

一
方
、
余
暇
時
間
の
有
効
活
用
も
意

味
の
あ
る
も
の
と
は
な
っ
て
い
な
い
気

が
す
る
。
極
論
す
れ
ば
日
本
人
は
„
遊

び
下
手
“
な
の
で
あ
る
。 

　
私
自
身
も
他
人
の
こ
と
は
言
え
な
い

の
で
は
あ
る
が
、
自
分
の
時
間
は
極
力

と
る
こ
と
に
し
て
い
る
。
こ
の
欄
に
執

筆
さ
せ
て
貰
え
る
の
も
、
余
裕
の
あ
る

時
に
は
本
を
手
ば
な
さ
な
い
私
に
と
っ

て
光
栄
な
こ
と
で
あ
る
し
、
事
実
、
自

慢
話
っ
ぽ
く
な
る
が
、
平
均
し
て
二
日

に
一
冊
は
本
を
読
み
上
げ
て
い
る
。 

　
従
っ
て
〈
私
の
こ
の
一
冊
〉
と
い
う

の
は
つ
ら
い
選
択
で
、
ジ
ャ
ン
ル
毎
に

五
冊
ず
つ
位
あ
げ
て
、
感
想
を
書
け
と

い
う
の
な
ら
簡
単
な
の
だ
が
。 

 

そ
こ
で
読
書
以
外
の
趣
味
に
つ
い
て

の
本
と
し
て
推
薦
し
た
い
の
が
、
丸
善

ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー
『
オ
ペ
ラ
と
歌
舞
伎
』

で
あ
る
。
私
は
、
歌
舞
伎
座
で
、
毎
月

昼
・
夜
と
二
回
、
歌
舞
伎
を
見
て
い
る
。

オ
ペ
ラ
は
、
国
立
劇
場
、
藤
原
歌
劇
、

二
期
会
の
定
期
会
員
で
あ
る
の
で
年
一

二
〜
三
回
、
そ
れ
以
外
に
外
国
の
オ
ペ

ラ
の
引
越
公
演
も
観
る
。
従
っ
て
、
こ

れ
だ
け
で
大
変
忙
し
い
。 

　
著
者
の
永
竹
由
幸
氏
は
幼
少
時
、
歌

舞
伎
座
の
託
児
所
で
育
ち
、
中
学
の
頃

か
ら
三
階
立
見
席
に
か
よ
う
一
方
、
慶

応
大
学
オ
ペ
ラ
研
究
会
を
創
立
し
、
大

学
時
代
、
オ
ペ
ラ
の
演
出
も
担
当
し
た
。

大
学
卒
業
後
は
三
井
物
産
に
入
社
し
、

イ
タ
リ
ア
ボ
ロ
ー
ニ
ャ
大
学
に
留
学
し
、

さ
ら
に
合
計
一
一
年
も
同
社
ミ
ラ
ノ
支

店
に
勤
務
、
と
い
う
う
ら
や
ま
し
い
経

歴
を
持
つ
方
で
あ
る
。 

　
内
容
を
紹
介
す
る
紙
数
が
尽
き
そ
う

だ
が
、
オ
ペ
ラ
と
歌
舞
伎
の
両
方
と
も

好
き
な
人
、
ど
ち
ら
か
を
見
て
い
る
人
、

両
方
と
も
全
く
見
て
な
い
人
、
す
べ
て

の
人
に
お
勧
め
で
„
目
か
ら
鱗
“
間
違

い
な
し
。 

　
そ
こ
で
一
つ
だ
け
。
歌
舞
伎
の
発
生

は
、
一
六
〇
〇
年
七
月
、
京
都
御
所
で

の
阿
国
の
や
や
こ
踊
を
見
る
会
。
オ
ペ

ラ
は
同
年
十
月
、
フ
ィ
レ
ン
ツ
エ
、
ピ

ッ
テ
ィ
宮
殿
で
の
「
エ
ウ
リ
デ
イ
ー
チ

ュ
」
を
は
じ
め
と
す
る
と
全
く
同
年
。

以
降
、
近
松
門
左
衛
門
と
メ
タ
ス
タ
ー

ジ
オ
が
一
八
世
紀
前
半
、
鶴
屋
南
北
と

ロ
ッ
シ
ー
ニ
が
一
九
世
紀
初
頭
、
河
竹

黙
阿
弥
と
ヴ
ェ
ル
デ
ィ
が
一
九
世
紀
後

半
と
エ
ポ
ッ
ク
を
画
し
た
歌
舞
伎
と
オ

ペ
ラ
の
隆
盛
の
時
期
が
ぴ
っ
た
り
重
な

る
と
い
う
発
見
。
た
ま
ら
な
い
一
冊
で

あ
る
。 
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BOOK新刊ピックアップ 

『今日、仕事でため息をついたあなたへ、、、』 
ＢＰＷ札幌クラブ 編 

（共同文化社、本体1,300円） 
※BPW （Business & Professional Women） 

『虚妄の成果主義－日本型年功制復活のススメ』 
東京大学教授／高橋伸夫 著 
（日経ＢＰ社、本体1,600円） 

『管理職のためのパワーハラスメント論』 
早稲田大学ビジネススクール教授／梅津祐良 　 
クオレ・シー・キューブ代表取締役／岡田康子 著 

（実業之日本社、本体1,500円） 

　BPW札幌クラブ会員が30周年を記念して
編集した本書は、女性職業の30年の変化の
分析、会員が職業上の困難をどう乗り切っ
たかの報告とともに、女性職業を取り巻く
課題の解決策も提言、さらに座談会や「悩
み相談室」など、多彩な内容で構成され、
職業を継続するかどうかで悩んでいる女性に、
これからも元気に歩んでいく活力を与えて
いる。それにしても悩み多き中高年男性職
業人を励ます書物がほとんどないというこ
とも、女性の置かれた環境の厳しさを反照
しているのかもしれない。 

　セクハラ（セクシュアルハラスメント）、
アカ（デミック）ハラ、パワ（ー）ハラとハラ
スメントばやりである。さらに根本的なも
のとしてレイシズムやエイジズムもある。
未来に希望がもてなくなった社会の中では、
いじめや差別が蔓延するということであろ
うか。本書は中間管理職向けのパワハラ回
避のガイドブックである。パワハラがいか
なるものか事例を豊富に紹介するとともに、
なぜパワハラが頻発するのかを分析、さら
に著者の豊富な経験に基づき、中間管理職
が効果的なマネジメントをするための提案
まで行っている。 

　巷間、あたかも日本企業を救う特効薬で
もあるかのように、「成果主義」が喧伝さ
れている。言葉の跳梁跋扈を許すのではなく、
事例と理論から｢成果主義｣の有効性が科学
的に論証されるべきであろう。しかし本書は、
タイトルと異なり、厳密には「成果主義」
の本ではないと著者はいう。成果主義を痛
烈に批判し、「日本型年功制」の再興を熱
く説いているからである。流行としての「成
果主義」の既製服を身にまとうのではなく、
「年功制」も有力な選択肢とした、企業ご
との実情を分析した身の丈にあった制度が
求められている。 

労働図書館／資料センター受け入れ図書 
（200４年２月に当機構資料センターが収蔵したおもな図書） 

2004年版 活用労働統計／社会経済生産性本部生産性労働情報センター（社会経済生産性本部・本体価格2,000円） 
日本企業で働く日系ブラジル人と日本人の間の異文化間コミュニケーション摩擦／西田ひろ子（創元社・本体価格2,800円） 
隅谷三喜男著作集 第５巻／隅谷三喜男（岩波書店・本体価格7,000円） 
隅谷三喜男著作集 第６巻／隅谷三喜男（岩波書店・本体価格7,000円） 
隅谷三喜男著作集 第７巻／隅谷三喜男（岩波書店・本体価格7,000円） 
隅谷三喜男著作集 第９巻／隅谷三喜男（岩波書店・本体価格7,000円） 
サラリーマンと呼ばないで／毎日新聞特別取材班（光文社・本体価格1,500円） 
新しい産業社会学／犬塚先（有斐閣・本体価格2,100円） 
人物で綴る労働運動一世紀／山 光平（労働問題研究会議・本体価格20,000円） 
回想 女性労働史研究／小林巧（ドメス出版） 
証言 戦後労働運動史／宝樹文彦（東海大学出版会・本体価格2,600円） 
海外・人づくりハンドブック（１９）中国／梶田幸雄（海外職業訓練協会・本体価格1,500円） 
少子高齢社会の未来学／毎日新聞社人口問題調査会（論創社・本体価格2,500円） 
失業と雇用をめぐる法と経済／有田謙司・石田成則・塚田広人他（成文堂・本体価格1,800円） 
個別労使トラブル直前開発顛末記／ＳＲアップ２１（日本法令・本体価格5,220円） 
事例で学ぶ労務管理のコンプライアンス／伊勢丹労働組合（経林書房・本体価格1,500円） 
働き方 働かせ方／宮内健（旬報社・本体価格1,400円） 
賃金デフレ／山田久（筑摩書房・本体価格700円） 
企業業績賞与の実態と課題／これからの賃金制度のあり方に関する研究会（雇用情報センター・本体価格2,500円） 
2004年版 賃金・労働条件総覧／産労総合研究所（経営書院・本体価格9,800円） 
2004年版 役員の退職慰労金／政経研究所（政経研究所・本体価格31,429円） 
2004年度版 役員の報酬・賞与・年収／政経研究所（政経研究所・本体価格31,429円） 
福祉国家・スウェーデンの労使関係／猿田正機（ミネルヴァ書房・本体価格4,800円） 
中国の労働団体と労使関係／千嶋明（社会経済生産性本部・本体価格1,400円） 
「帝国」に立ち向かう／四茂野修（五月書房・本体価格2,000円） 
労働組合の会計実務／神林克明・繁田勝男・戸張実他（税務経理協会・本体価格3,000円） 
外航労務協会 協議･交渉の記録（1,2,3,4巻）／外航労務部会（外航労務部会） 
2004年版 春季労使交渉の手引き／日本経団連労働政策本部（日本経団連出版・本体価格1,600円） 
ジェンダー主流化と雇用戦略／ユテ=ベーニング・アンパロ=セラーノ=パスキュアル（明石書店・本体価格3,800円） 

貧困に立ち向かう仕事／西水美恵子（明石書店・本体価格1,800円） 
男女共同参画の時代／鹿嶋敬（岩波書店・本体価格780円） 
女性の職業のすべて 2005年版／女性の職業研究会（啓明書房・本体価格1,400円） 
55歳の抵抗／長倉貞雄（アスク・本体価格1,429円） 
多文化社会への道／駒井洋（明石書店・本体価格4,600円） 
13歳のハローワーク／村上龍（幻冬舎・本体価格2,600円） 
職在中国／江原規由（ジェトロ・本体価格1,800円） 
キャリアの心理学／渡辺三枝子（ナカニシヤ出版・本体価格2,000円） 
若手社員の活性化と人材育成／ 梨昌（社会経済生産性本部・本体価格1,800円） 
人格権法概説／五十嵐清（有斐閣・本体価格3,200円） 
労働関係法規集 2004年版／労働政策研究・研修機構（労働政策研究・研修機構・本体価格1,000円） 
労働の法／水谷英夫（信山社・本体価格2,000円） 
詳解！労基法改正点と企業実務のすべて／岩出誠（日本法令・本体価格1,714円） 
介護系ＮＰＯの最前線／田中尚輝・浅川澄一・安立清史（ミネルヴァ書房・本体価格1,900円） 
成功する企業には訳がある／さいたま総合研究所（同友館・本体価格2,200円） 
進化する多国籍企業／末廣昭（岩波書店・本体価格1,700円） 
年報“系列の研究”第４０集／経済調査協会（経済調査協会・本体価格43,900円） 
地域の経済 2003／内閣府政策統轄官（国立印刷局・本体価格1,900円） 
情報化時代の経営システム（新版）／山下洋史（東京経済情報出版・本体価格3,700円） 
企業間提携の戦略と組織／石井真一（中央経済社・本体価格3,000円） 
インターネット白書 2003／インターネット協会（インプレス ネットビジネスカンパニー・本体価格5,800円） 
社会調査法（１）基礎と準備編／Ｅ．バビー（培風館・本体価格3,600円） 
ミクロ経済学［第２版］／伊藤元重（日本評論社・本体価格3,000円） 
家計からみる日本経済／橘木俊詔（岩波書店・本体価格700円） 
平成１５年版 東北経済白書／経済産業省東北経済産業局調査課（東北産業調査会・本体価格2,000円） 
政策づくりの基本と実践／岡本義行（法政大学出版局・本体価格3,000円） 
新しい会社更生法／深山卓也・菅家忠行･高山崇彦・村松秀樹（金融財政事情研究会・本体価格3,000円） 
ドイツ経済／戸原四郎・加藤榮一・工藤章（有斐閣・本体価格4,500円） 
すでに始まっている未来／江坂彰（ＮＴＴ出版・本体価格1,600円） 




